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議案第１８号  

 

 

契約の変更について  

 

 

本市は、下記のとおり工事請負契約を変更するものとする。  

 

記  

 

 （変更前）  

１  工 事 名  市道市ノ俣線災害復旧工事（Ｒ２災第４２８４号）  

２  工  事  場  所  八代市坂本町中津道  

３  契  約  金  額  １４４，１００，０００円  

４  契約の相手方   八代市松崎町４２９番地の２  

株式会社松中土建  

代表取締役  松中  幸治  

 

 

 （変更後）  

１  工 事 名  市道市ノ俣線災害復旧工事（Ｒ２災第４２８４号）  

２  工  事  場  所  八代市坂本町中津道  

３  契  約  金  額  １５１，３５４，５００円  

４  契約の相手方   八代市松崎町４２９番地の２  

株式会社松中土建  

代表取締役  松中  幸治  

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出 

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 （提案理由）  

変更後の契約金額が１億５，０００万円以上の工事請負契約を締結するに

は、八代市議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定により議会

の議決を経る必要がある。  
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議案第１９号  

 

 

契約の変更について  

 

 

本市は、下記のとおり工事請負契約を変更するものとする。  

 

記  

 

 （変更前）  

１  工 事 名  清掃センター解体工事  

２  工  事  場  所  八代市中北町３７４３番地  

３  契  約  金  額  ９８４，２７１，２００円  

４  契約の相手方   淺沼組・園川組建設工事共同企業体  

    代表者  福岡市博多区博多駅東三丁目１４番１号  

    株式会社淺沼組  九州支店  

      執行役員支店長  江﨑  彰夫  

 

 

 （変更後）  

１  工 事 名  清掃センター解体工事  

２  工  事  場  所  八代市中北町３７４３番地  

３  契  約  金  額  １，１２１，２９６，０００円  

４  契約の相手方   淺沼組・園川組建設工事共同企業体  

    代表者  福岡市博多区博多駅東三丁目１４番１号  

    株式会社淺沼組  九州支店  

      執行役員支店長  江﨑  彰夫  

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出 

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 （提案理由）  

議会の議決を経た契約のうち契約金額の１割以上又は２，０００万円以上

の金額の変更については、議会の議決を経る必要がある。  
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議案第２０号  

 

 

契約の変更について  

 

 

本市は、下記のとおり工事請負契約を変更するものとする。  

 

記  

 

 （変更前）  

１  工 事 名  八代南部排水機場３号ポンプ設備復旧工事  

２  工  事  場  所  八代市日奈久新開町  

３  契  約  金  額  １３１，７８０，０００円  

４  契約の相手方   福岡市中央区渡辺通二丁目１番８２号  

株式会社酉島製作所  九州支店  

支店長  牧野  博隆  

 

 

 （変更後）  

１  工 事 名  八代南部排水機場３号ポンプ設備復旧工事  

２  工  事  場  所  八代市日奈久新開町  

３  契  約  金  額  ２５３，８９１，０００円  

４  契約の相手方   福岡市中央区渡辺通二丁目１番８２号  

株式会社酉島製作所  九州支店  

支店長  牧野  博隆  

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出 

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 （提案理由）  

変更後の契約金額が１億５，０００万円以上の工事請負契約を締結するに

は、八代市議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定により議会

の議決を経る必要がある。  
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議案第２１号  

 

 

財産の取得について  

 

 

本市は、下記のとおり財産を取得するものとする。  

 

記  

 

１  取得する財産   中学校教師用教科書、指導書及びデジタル教科書  

 

２  取得予定価格   ５７，１８３，７１６円  

 

３  契約の相手方   八代市鏡町鏡村３２番地  

合名会社庄野学生堂  

代表社員  庄野  眞一  

 

八代市本町一丁目５番３３号  

          合名会社庄野学生堂  八代店  

代表社員  庄野  眞一  

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出 

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

（提案理由）  

予定価格２，０００万円以上の動産を取得するには、八代市有財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決を経る必要がある。  
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議案第２２号  

 

 

都市公園を設置すべき区域の決定について  

 

 

 本市は、都市公園を設置すべき区域を下記のとおり決定するものとする。  

 

記  

 

１  名   称   （仮称）１号街区公園  

 

２  都市公園を設置すべき区域   八代市古閑中町２４１７番地１外  

 

３  面   積   約１，９０３平方メートル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

都市公園を設置すべき区域を決定するには、都市公園法第３３条第５項の

規定により議会の議決を経る必要がある。  
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位置図 

（仮称）１号街区公園 

八代市民球場 

古 閑 中 町 

詳細図 

1/2,500 
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議案第２３号  

 

 

都市公園を設置すべき区域の決定について  

 

 

 本市は、都市公園を設置すべき区域を下記のとおり決定するものとする。  

 

記  

 

１  名   称   （仮称）２号街区公園  

 

２  都市公園を設置すべき区域   八代市古閑中町１２９９番地９外  

 

３  面   積   約２，８３４平方メートル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

都市公園を設置すべき区域を決定するには、都市公園法第３３条第５項の

規定により議会の議決を経る必要がある。  
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（仮称）２号街区公園 

古 閑 中 町 

位置図 

 

（仮称）２号街区公園 

八代市民球場 

古 閑 中 町 

詳細図 

1/2,500 
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議案第２４号  

 

 

都市公園を設置すべき区域の決定について  

 

 

 本市は、都市公園を設置すべき区域を下記のとおり決定するものとする。  

 

記  

 

１  名   称   （仮称）３号街区公園  

 

２  都市公園を設置すべき区域   八代市古閑中町１２８３番地外  

 

３  面   積   約１，５６４平方メートル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

都市公園を設置すべき区域を決定するには、都市公園法第３３条第５項の

規定により議会の議決を経る必要がある。  
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（仮称）２号街区公園 

古 閑 中 町 

位置図 

 

（仮称）３号街区公園 

八代市民球場 

古 閑 中 町 

1/2,500 

詳細図 
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議案第２５号  

 

 

八代市一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について  

 

 

八代市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を別紙のとおり改正する

ものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

人事院勧告に基づく一般職の国家公務員の給与改定に準じ、一般職の職員

の給料表及び諸手当を改定するに当たり、条例の改正が必要である。  
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   八代市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例  

 （八代市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）  

第１条  八代市一般職の職員の給与に関する条例（平成１７年八代市条例

第５２号）の一部を次のように改正する。  

  第５条第４項中「４号給（行政職給料表の適用を受ける職員でその職

務の級が７級以上であるもの及び医療職給料表の適用を受ける職員でそ

の職務の級がこれに相当するものとして規則で定める職員にあっては、

３号給）」を「４号給」に改める。  

  第１２条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（扶養手当）」

を付し、同条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から

第６号までを１号ずつ繰り上げ、同条第３項中「前項第１号及び第３号

から第６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき６，

５００円、同項第２号」を「前項第１号」に、「１０，０００円」を

「１３，０００円、同項第２号から第５号までのいずれかに該当する扶

養親族については１人につき６，５００円」に改め、同条第４項中「間

（以下「特定期間」という。）」を「間」に、「特定期間に」を「当該

期間に」に改める。  

  第１３条を次のように改める。  

 第１３条  削除  

  第１４条第１項第２号中「配偶者」を「配偶者（届出をしないが事実

上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む。同条において同じ。）」に

改める。  

  第１５条第２項第３号中「１００分の１５」を「１００分の１２」に

改め、同項第４号中「１００分の１２」を「１００分の８」に改め、同

項第５号中「１００分の１０」を「１００分の４」に改め、同項第６号

及び第７号を削る。  

  第１７条第１項第１号中「この項、次項、第４項及び第５項」を「こ

の条」に改め、同条第２項中「以下この項及び第５項」を「第５項及び

第７項」に改め、同項ただし書を削り、同条第４項中「額（１箇月当た

りの運賃等相当額及び前項に定める額の合計額が５５，０００円を超え

るときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

単位期間につき、５５，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得

た額）」を「額」に改め、同条第５項中「、特別急行列車」を「、新幹

線鉄道等の特別急行列車」に、「（第１号及び次項」を「（第１号、次

項及び第７項」に、「でその利用が規則で定める基準に照らして通勤事

情の改善に相当程度資するものであると認められるものを利用し 」を

「を利用し」に改め、同項第１号を次のように改める。  

 （１）特別急行列車等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当  支給単

位期間につき、規則で定めるところにより算出した当該職員の支給

16



 

単位期間の通勤に要する特別料金等の額に相当する額（第７項にお

いて「特別料金等相当額」という。）  

第１７条第６項中「特別急行列車等でその利用が規則で定める基準に

照らして通勤事情の改善に相当程度資するものであると認められるも

の」を「特別急行列車等」に改め、同条中第１０項を第１１項とし、第

７項から第９項までを１項ずつ繰り下げ、第６項の次に次の１項を加え

る。  

 ７  運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関

等が２以上ある場合においては、その合計額）、第３項に定める額及

び特別料金等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（特別

急行列車等が２以上ある場合においては、その合計額）の合計額が１

５０，０００円を超える職員の通勤手当の額は、第２項から前項まで

の規定にかかわらず、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち

最も長い支給単位期間につき、１５０，０００円に当該支給単位期間

の月数を乗じて得た額とする。  

  第１８条第３項中「なり、これ」を「なったこと」に改める。  

  第２６条第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第２項

中「週休日等以外の日の午前零時から」を「午後１０時から翌日の」に、

「までの間」を「までの間（週休日等に含まれる時間を除く。）」に、

「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第３項各号列記以外の部分

中「定める額」を「定める額（前２項に規定する勤務に従事する時間を

考慮して規則で定める勤務にあっては、その額に１００分の１５０を乗

じて得た額）」に改め、同項第１号中「額（同項の勤務に従事する時間

等を考慮して規則で定める勤務にあっては、その額に１００分の１５０

を乗じて得た額）」を「額」に改める。  

  第２７条第２項中「から第１４条まで並びに第１６条」を「並びに第

１２条」に改める。  

  別表第１及び別表第２を次のように改める。  

 別表第１（第３条関係）  

  行政職給料表  
職員

の区

分  

職務

の級  

１級  ２級  ３級  ４級  ５級  ６級  ７級  

号給  給料月額  給料月額  給料月額  給料月額  給料月額  給料月額  給料月額  

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員  

 円  円  円  円  円  円  円  

1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300 

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 410,200 

3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 412,100 

4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 413,900         

5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 415,700 

6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 417,500 

7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 419,300 
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8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 421,100         

9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 422,700 

10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 424,200 

11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 425,700 

12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 427,200         

13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 428,700 

14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 430,000 

15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 431,300 

16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 432,500         

17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 433,700 

18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 435,000 

19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 436,300 

20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 437,500         

21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 438,700 

22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 439,500 

23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 440,300 

24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 441,100         

25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 441,700 

26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 442,300 

27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 442,900 

28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 443,500         

29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 444,200 

30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 445,000 

31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 445,400 

32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 446,100         

33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 446,600 

34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 447,000 

35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 447,400 

36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 447,800         

37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 448,200 

38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 448,600 

39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 449,000 

40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 449,300         

41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 449,600 

42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 450,000 

43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 450,300 

44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 450,600         

45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 450,900 

46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700 
 

47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000 
 

48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300 
 

        

49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500 
 

50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800 
 

51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100 
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52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400 
 

        

53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600 
 

54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900 
 

55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200 
 

56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500 
 

        

57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700 
 

58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000 
 

59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300 
 

60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500 
 

        

61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700 
 

62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000 
 

63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300 
 

64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500 
 

        

65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700 
 

66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000 
 

67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300 
 

68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500 
 

        

69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700 
 

70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000 
 

71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300 
 

72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500 
 

        

73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700 
 

74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500 
  

75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800 
  

76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000 
  

        

77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200 
  

78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500 
  

79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800 
  

80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000 
  

        

81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200 
  

82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500 
  

83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800 
  

84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000 
  

        

85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200 
  

86 256,000 297,100 346,000 
    

87 256,300 297,400 346,400 
    

88 256,600 297,700 346,800 
    

        

89 256,900 298,000 347,000 
    

90 257,200 298,300 347,400 
    

91 257,500 298,600 347,800 
    

92 257,800 299,000 348,200 
    

        

93 258,100 299,200 348,400 
    

94 
 
299,400 348,800 

    

95 
 
299,700 349,200 

    

19



 

96 
 
300,100 349,500 

    

        

97 
 
300,300 349,800 

    

98 
 
300,600 350,200 

    

99 
 
301,000 350,600 

    

100 
 
301,400 351,000 

    

        

101 
 
301,600 351,500 

    

102 
 
301,900 351,900 

    

103 
 
302,200 352,300 

    

104 
 
302,500 352,700 

    

        

105 
 
302,700 353,200 

    

106 
 
303,000 353,600 

    

107 
 
303,300 353,900 

    

108 
 
303,600 354,200 

    

        

109 
 
303,800 354,700 

    

110 
 
304,200 

     

111 
 
304,600 

     

112 
 
304,900 

     

        

113 
 
305,100 

     

114 
 
305,300 

     

115 
 
305,600 

     

116 
 
306,000 

     

        

117 
 
306,200 

     

118 
 
306,400 

     

119 
 
306,700 

     

120 
 
307,000 

     

        

121 
 
307,400 

     

122 
 
307,600 

     

123 
 
307,900 

     

124 
 
308,200 

     

 
       

125 
 
308,500 

     

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員  

 
基準給料   

月額  

基準給料   

月額  

基準給料   

月額  

基準給料   

月額  

基準給料   

月額  

基準給料   

月額  

基準給料   

月額  

円  円  円  円  円  円  円  

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700 

  備考  この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。  

 別表第２（第３条関係）  

  医療職給料表  
職員

の区

分  

職務  

の級  

１級  ２級  ３級  ４級  

号給  給料月額  給料月額  給料月額  給料月額  

定年

前再

任用

 
円  円  円  円  

1 291,400 400,300 455,100 549,800 

2 293,700 403,000 457,100 555,900 
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短時

間勤

務職

員以

外の

職員  

3 296,000 405,600 459,000 561,200 

4 298,200 408,100 460,900 566,100      

5 300,300 410,500 462,300 570,500 

6 303,800 412,700 464,100 574,800 

7 307,300 414,800 465,900 578,400 

8 310,700 416,900 467,700 581,400 

     

9 314,100 419,000 469,500 583,900 

10 317,600 420,500 471,300 586,200 

11 321,000 422,000 473,100 
 

12 324,400 423,500 474,900 
 

     

13 327,800 424,900 476,700 
 

14 331,300 426,400 478,500 
 

15 334,700 427,900 480,300 
 

16 338,100 429,300 482,100 
 

     

17 341,500 430,700 483,900 
 

18 344,600 432,200 485,800 
 

19 347,700 433,700 487,700 
 

20 350,800 435,100 489,600 
 

     

21 354,000 436,500 491,500 
 

22 357,100 438,000 493,200 
 

23 360,200 439,500 495,000 
 

24 363,200 440,900 496,800 
 

     

25 366,200 442,300 498,400 
 

26 368,500 443,700 500,200 
 

27 370,800 445,100 502,000 
 

28 373,000 446,500 503,600 
 

     

29 374,900 447,900 505,000 
 

30 376,600 449,300 506,700 
 

31 378,300 450,700 508,500 
 

32 380,100 452,100 510,200 
 

     

33 381,900 453,500 511,700 
 

34 383,700 454,900 513,000 
 

35 385,300 456,300 514,300 
 

36 386,700 457,700 515,600 
 

  

    

37 388,100 459,100 516,600 
 

38 389,600 460,800 517,900 
 

39 391,100 462,400 519,200 
 

40 392,600 464,000 520,500 
 

     

41 394,100 465,600 521,500 
 

42 394,800 466,800 522,300 
 

43 395,400 468,000 523,100 
 

44 396,100 469,100 523,900 
 

     

45 397,000 470,100 524,800 
 

46 397,600 471,100 525,600 
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47 398,200 472,000 526,400 
 

48 398,800 472,800 527,100 
 

     

49 399,400 473,500 527,900 
 

50 399,900 474,200 528,700 
 

51 400,400 474,900 529,400 
 

52 400,900 475,500 530,300 
 

     

53 401,400 476,200 531,200 
 

54 401,800 476,900 532,000 
 

55 402,200 477,500 532,900 
 

56 402,600 478,100 533,800 
 

     

57 403,000 478,400 534,600 
 

58 403,400 479,000 535,500 
 

59 403,800 479,700 536,400 
 

60 404,200 480,400 537,100 
 

     

61 404,600 480,800 537,900 
 

62 405,000 481,400 538,800 
 

63 405,400 482,100 539,700 
 

64 405,800 482,800 540,600 
 

     

65 406,100 483,200 541,400 
 

66 
 

483,800 542,300 
 

67 
 

484,400 543,200 
 

68 
 

484,900 544,100 
 

     

69 
 

485,400 544,900 
 

70 
 

485,900 545,800 
 

71 
 

486,400 546,700 
 

72 
 

486,900 547,600 
 

     

73 
 

487,300 548,400 
 

74 
 

487,800 
  

75 
 

488,200 
  

76 
 

488,700 
  

     

77 
 

489,200 
  

78 
 

489,800 
  

79 
 

490,400 
  

80 
 

490,800 
  

     

81 
 

491,300 
  

82 
 

491,900 
  

83 
 

492,500 
  

84 
 

493,000 
  

     

85 
 

493,500 
  

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

 
基準給料月額  基準給料月額  基準給料月額  基準給料月額  

円  円  円  円  

301,700 344,400 399,500 473,300 
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員  

  備考  この表は、診療所に勤務する医師である職員に適用する。  

 （八代市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）  

第２条  八代市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１

７年八代市条例第５３号）の一部を次のように改正する。  

  第２２条中「第４条、第５条」を「第４条」に改める。  

 （八代市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）  

第３条  八代市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年

八代市条例第２６０号）の一部を次のように改正する。  

  第５条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６

号までを１号ずつ繰り上げる。  

  第２３条中「第５条、第６条」を「第５条」に改める。  

 （八代市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）  

第４条  八代市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２９年八

代市条例第２６号）の一部を次のように改正する。  

  第７条第４項を削り、同条第５項中「、第３項」を「及び前項」に、

「決定及び前項の規定による特定任期付職員業績手当 の支給」を「決

定」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項を同条第５項とする。  

  第８条第１項中「第１４条まで、」を「第１２条まで、第１４条及

び」に、「まで及び第３１条」を「まで」に改め、同条第２項中「並び

に第２８条第２項及び第５項」を「、第２８条第２項及び第５項並びに

第３１条第２項第１号」に、「１００分の１７２．５」を「１００分の

９５」に、「とする」を「と、一般職給与条例第３１条第２項第１号中

「１００分の１０５」とあるのは「１００分の８７．５」とする」に改

め、同条第３項中「第１１条から第１４条まで」を「第１１条、第１２

条、第１４条」に改める。  

 （八代市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正）  

第５条  八代市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年八代市

条例第１１号）の一部を次のように改正する。  

  別表第１を次のように改める。  

 別表第１（第３条関係）  

  行政職給料表  

職務の級  １級  ２級  ３級  

号給  給料月額  給料月額  給料月額  
 円  円  円  

1 183,500 230,000 265,300 

2 184,600 231,500 266,300 

3 185,800 233,000 267,300 

4 186,900 234,500 268,300     

5 188,000 236,000 269,300 

6 189,700 237,500 270,300 

7 191,300 239,000 271,300 
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8 192,900 240,500 272,300     

9 194,500 242,000 273,300 

10 196,200 243,400 274,300 

11 197,800 244,800 275,300 

12 199,400 246,200 276,400     

13 201,000 247,400 277,400 

14 202,700 248,600 278,700 

15 204,400 249,800 280,000 

16 206,100 251,000 281,200     

17 207,400 252,100 282,500 

18 209,000 253,200 283,800 

19 210,600 254,300 285,000 

20 212,100 255,400 286,200     

21 213,600 256,400 287,300 

22 215,200 257,400 288,500 

23 216,800 258,400 289,800 

24 218,400 259,400 291,100     

25 220,000 260,400 292,400 

26 221,700 261,300 293,400 

27 223,000 262,200 294,400 

28 224,300 263,100 295,500     

29 225,600 263,900 296,600 

30 226,700 264,700 297,800 

31 227,800 265,500 298,900 

32 228,900 266,300 300,100     

33 230,000 267,000 301,300 

34 231,100 267,800 302,600 

35 232,200 268,600 303,900 

36 233,300 269,300 305,200     

37 234,400 270,000 306,500 

38 235,400 270,800 307,800 

39 236,400 271,600 309,100 

40 237,300 272,300 310,400     

41 238,200 273,000 311,700 

42 239,100 273,800 313,000 

43 239,900 274,600 314,300 

44 240,700 275,300 315,400     

45 241,400 276,000 316,300 

46 242,000 276,700 317,600 

47 242,600 277,400 318,900 

48 243,200 278,100 320,200     

49 243,800 278,800 321,400 

50 244,400 279,500 322,700 

51 245,000 280,200 323,900 
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52 245,500 280,900 325,100     

53 246,000 281,500 326,400 

54 246,400 282,200 327,500 

55 246,700 282,800 328,600 

56 247,000 283,500 329,700     

57 247,300 284,100 330,400 

58 247,600 284,800 331,300 

59 247,900 285,400 332,000 

60 248,200 286,100 332,800     

61 248,500 286,700 333,600 

62 248,800 287,400 334,000 

63 249,100 288,000 334,600 

64 249,400 288,500 335,300     

65 249,700 289,000 336,100 

66 250,000 289,600 336,800 

67 250,300 290,100 337,500 

68 250,600 290,700 338,100     

69 250,900 291,200 338,600 

70 251,200 291,700 339,200 

71 251,500 292,300 339,700 

72 251,800 292,900 340,300     

73 252,100 293,400 340,600 

74 252,400 293,900 341,100 

75 252,700 294,300 341,500 

76 253,000 294,600 341,900     

77 253,300 294,800 342,300 

78 253,600 295,100 342,800 

79 253,900 295,300 343,300 

80 254,200 295,600 343,800     

81 254,500 295,800 344,100 

82 254,800 296,000 344,500 

83 255,100 296,300 344,900 

84 255,400 296,500 345,300     

85 255,700 296,800 345,600 

86 256,000 297,100 346,000 

87 256,300 297,400 346,400 

88 256,600 297,700 346,800     

89 256,900 298,000 347,000 

90 257,200 298,300 347,400 

91 257,500 298,600 347,800 

92 257,800 299,000 348,200     

93 258,100 299,200 348,400 

94 
 

299,400 348,800 

95 
 

299,700 349,200 
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96 
 

300,100 349,500     

97 
 

300,300 349,800 

98 
 

300,600 350,200 

99 
 

301,000 350,600 

100 
 

301,400 351,000     

101 
 

301,600 351,500 

102 
 

301,900 351,900 

103 
 

302,200 352,300 

104 
 

302,500 352,700     

105 
 

302,700 353,200 

106 
 

303,000 353,600 

107 
 

303,300 353,900 

108 
 

303,600 354,200     

109 
 

303,800 354,700 

110 
 

304,200 
 

111 
 

304,600 
 

112 
 

304,900 
 

    

113 
 

305,100 
 

114 
 

305,300 
 

115 
 

305,600 
 

116 
 

306,000 
 

    

117 
 

306,200 
 

118 
 

306,400 
 

119 
 

306,700 
 

120 
 

307,000 
 

    

121 
 

307,400 
 

122 
 

307,600 
 

123 
 

307,900 
 

124 
 

308,200 
 

    

125 
 

308,500 
 

  備考  この表は、他の給料表の適用を受けない全ての会計年度任用職

員に適用する。  

 （職員の定年引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正）  

第６条  職員の定年引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４

年八代市条例第２９号）の一部を次のように改正する。  

  附則第１４条第５項中「から第１４条まで並びに第１６条」を「並び

に第１２条」に改める。  

  附則第１５条中「第４条、第５条」を「第４条」に改め、附則に次の

１条を加える。  

  （改正後の八代市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例におけ

る暫定再任用職員に関する経過措置）  

 第１７条  第１０条の規定による改正後の八代市企業職員の給与の種類
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及び基準に関する条例第５条及び第１６条の規定は、暫定再任用職員

には適用しない。  

附  則  

（施行期日）  

第１条  この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

（号給の切替え）  

第２条  令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において八

代市一般職の職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）別

表第１及び別表第２の給料表の適用を受けていた職員であって同日にお

いてその者が属していた職務の級が附則別表第１に掲げられている職務

の級であったものの切替日における号給（以下「新号給」という。）は、

切替日の前日においてその者が属していた職務の級及び同日においてそ

の者が受けていた号給（以下「旧号給」という。）に応じて同表に定め

る号給とする。  

２  切替日の前日において八代市会計年度任用職員の給与等に関する条例

別表第１及び別表第２の給料表の適用を受けていた会計年度任用職員で

あって同日においてその者が属していた職務の級が附則別表第２に掲げ

られている職務の級であったものの新号給は、切替日の前日においてそ

の者が属していた職務の級及び旧号給に応じて同表に定める号給とする。  

（切替日前の異動者の号給の調整）  

第３条  切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び市長の定める

これに準ずるものをした職員の新号給については、その者が切替日にお

いて当該異動又は当該準ずるものをしたものとした場合との権衡上必要

と認められる限度において、市長の定めるところにより、必要な調整を

行うことができる。  

（令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置）  

第４条  切替日から令和８年３月３１日までの間における第１条の規定に

よる改正後の給与条例（以下「改正後給与条例」という。）第１２条の

規定の適用については、同条第２項中「（５）重度心身障害者」とある  

「（５）重度心身障害者  

（６）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ  

 

る者を含む。）」  

１，５００円」と、「とする」とあるのは「、前項第６号に該当する扶

養親族については３，０００円とする」とする。  

２  切替日から令和８年３月３１日までの間における第３条の規定による

改正後の八代市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５条の規

定の適用については、同条第２項中「（５）重度心身障害者」とあるの  

「（５）重度心身障害者  

のは  

と、同条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１  

は、  
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（６）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ  

 

る者を含む。）」  

（令和１０年３月３１日までの間における地域手当に関する経過措置）  

第５条  切替日から令和１０年３月３１日までの間における地域手当の月

額は、改正後給与条例第１５条第２項及び第３項の規定にかかわらず、

給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に、規則で定める地域手

当の級地の区分に応じて、１００分の２０を超えない範囲内で規則で定

める割合を乗じて得た額とする。この場合において、この項前段の地域

手当の級地は、規則で定める。  

２  前項前段の規則で定める地域手当の級地の区分及び割合は、一般職の

職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（令和６年法律第７２  

号）附則第７条第１項に規定する人事院規則で定める地域手当の級地の

区分及び割合との均衡を失しないよう定めるものとする。  

附則別表第１  号給の切替表（附則第２条関係）  

ア  行政職給料表の適用を受ける職員の新号給   
職務の級  

旧号給  ３級  ４級  ５級  ６級  ７級  

１  １  １  １  １  １  

２  １  １  １  １  １  

３  １  １  １  １  １  

４  １  １  １  １  １  

５  １  １  １  １  １  

６  ２  １  １  １  １  

７  ３  １  １  １  １  

８  ４  １  １  １  １  

９  ５  １  １  １  １  

10 ６  ２  ２  １  １  

11 ７  ３  ３  １  １  

12 ８  ４  ４  １  １  

13 ９  ５  ５  １  １  

14 10 ６  ６  ２  １  

15 11 ７  ７  ３  １  

16 12 ８  ８  ４  １  

17 13 ９  ９  ５  １  

18 14 10 10 ６  ２  

19 15 11 11 ７  ３  

20 16 12 12 ８  ４  

21 17 13 13 ９  ５  

22 18 14 14 10 ６  

23 19 15 15 11 ７  

24 20 16 16 12 ８  

25 21 17 17 13 ９  

26 22 18 18 14 10 

27 23 19 19 15 11 

とする。  
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28 24 20 20 16 12 

29 25 21 21 17 13 

30 26 22 22 18 14 

31 27 23 23 19 15 

32 28 24 24 20 16 

33 29 25 25 21 17 

34 30 26 26 22 18 

35 31 27 27 23 19 

36 32 28 28 24 20 

37 33 29 29 25 21 

38 34 30 30 26 22 

39 35 31 31 27 23 

40 36 32 32 28 24 

41 37 33 33 29 25 

42 38 34 34 30 26 

43 39 35 35 31 27 

44 40 36 36 32 28 

45 41 37 37 33 29 

46 42 38 38 34 30 

47 43 39 39 35 31 

48 44 40 40 36 32 

49 45 41 41 37 33 

50 46 42 42 38 34 

51 47 43 43 39 35 

52 48 44 44 40 36 

53 49 45 45 41 37 

54 50 46 46 42 38 

55 51 47 47 43 39 

56 52 48 48 44 40 

57 53 49 49 45 41 

58 54 50 50 46 42 

59 55 51 51 47 43 

60 56 52 52 48 44 

61 57 53 53 49 45 

62 58 54 54 50  

63 59 55 55 51  

64 60 56 56 52  

65 61 57 57 53  

66 62 58 58 54  

67 63 59 59 55  

68 64 60 60 56  

69 65 61 61 57  

70 66 62 62 58  

71 67 63 63 59  

72 68 64 64 60  

73 69 65 65 61  

74 70 66 66 62  

75 71 67 67 63  

76 72 68 68 64  
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77 73 69 69 65  

78 74 70 70 66  

79 75 71 71 67  

80 76 72 72 68  

81 77 73 73 69  

82 78 74 74 70  

83 79 75 75 71  

84 80 76 76 72  

85 81 77 77 73  

86 82 78 78   

87 83 79 79   

88 84 80 80   

89 85 81 81   

90 86 82 82   

91 87 83 83   

92 88 84 84   

93 89 85 85   

94 90     

95 91     

96 92     

97 93     

98 94     

99 95     

100 96     

101 97     

102 98     

103 99     

104 100     

105 101     

106 102     

107 103     

108 104     

109 105     

110 106     

111 107     

112 108     

113 109     

 イ  医療職給料表の適用を受ける職員の新号給  
 職務の級  

旧号給  ２級  ３級  ４級  

１  １  １  １  

２  １  １  １  

３  １  １  １  

４  １  １  １  

５  １  １  １  

６  １  １  １  

７  １  １  １  

８  １  １  １  
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９  １  １  １  

10 １  １  １  

11 １  １  １  

12 １  １  １  

13 １  １  １  

14 ２  １  １  

15 ３  １  １  

16 ４  １  １  

17 ５  １  １  

18 ６  ２  １  

19 ７  ３  １  

20 ８  ４  １  

21 ９  ５  １  

22 10 ６  １  

23 11 ７  １  

24 12 ８  １  

25 13 ９  １  

26 14 10 １  

27 15 11 １  

28 16 12 １  

29 17 13 １  

30 18 14 １  

31 19 15 １  

32 20 16 １  

33 21 17 １  

34 22 18 １  

35 23 19 １  

36 24 20 １  

37 25 21 １  

38 26 22 ２  

39 27 23 ２  

40 28 24 ２  

41 29 25 ２  

42 30 26 ３  

43 31 27 ３  

44 32 28 ３  

45 33 29 ３  

46 34 30 ４  

47 35 31 ４  

48 36 32 ４  

49 37 33 ４  

50 38 34 ４  

51 39 35 ５  

52 40 36 ５  

53 41 37 ５  

54 42 38 ５  

55 43 39 ５  

56 44 40 ６  

57 45 41 ６  
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58 46 42 ６  

59 47 43 ６  

60 48 44 ６  

61 49 45 ７  

62 50 46 ７  

63 51 47 ７  

64 52 48 ７  

65 53 49 ８  

66 54 50  

67 55 51  

68 56 52  

69 57 53  

70 58 54  

71 59 55  

72 60 56  

73 61 57  

74 62 58  

75 63 59  

76 64 60  

77 65 61  

78 66 62  

79 67 63  

80 68 64  

81 69 65  

82 70 66  

83 71 67  

84 72 68  

85 73 69  

86 74 70  

87 75 71  

88 76 72  

89 77 73  

90 78   

91 79   

92 80   

93 81   

94 82   

95 83   

96 84   

97 85   

附則別表第２  号給の切替表（附則第２条関係）  

 行政職給料表の適用を受ける会計年度任用職員の新号給  
 職務の級  

旧号給  ３級  

１  １  

２  １  

３  １  

４  １  
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５  １  

６  ２  

７  ３  

８  ４  

９  ５  

10 ６  

11 ７  

12 ８  

13 ９  

14 10 

15 11 

16 12 

17 13 

18 14 

19 15 

20 16 

21 17 

22 18 

23 19 

24 20 

25 21 

26 22 

27 23 

28 24 

29 25 

30 26 

31 27 

32 28 

33 29 

34 30 

35 31 

36 32 

37 33 

38 34 

39 35 

40 36 

41 37 

42 38 

43 39 

44 40 

45 41 

46 42 

47 43 

48 44 

49 45 

50 46 

51 47 

52 48 

53 49 
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54 50 

55 51 

56 52 

57 53 

58 54 

59 55 

60 56 

61 57 

62 58 

63 59 

64 60 

65 61 

66 62 

67 63 

68 64 

69 65 

70 66 

71 67 

72 68 

73 69 

74 70 

75 71 

76 72 

77 73 

78 74 

79 75 

80 76 

81 77 

82 78 

83 79 

84 80 

85 81 

86 82 

87 83 

88 84 

89 85 

90 86 

91 87 

92 88 

93 89 

94 90 

95 91 

96 92 

97 93 

98 94 

99 95 

100 96 

101 97 

102 98 
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103 99 

104 100 

105 101 

106 102 

107 103 

108 104 

109 105 

110 106 

111 107 

112 108 

113 109 
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議案第２６号  

 

 

八代市職員退職手当支給条例の一部改正について  

 

 

八代市職員退職手当支給条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 雇用保険法の一部改正により就業促進手当の見直しが行われたことに伴い、

国家公務員退職手当法及び同法施行令が一部改正されたことを受けて、本市

の職員の退職手当に係る規定について同様の見直しを行うに当たり、条例の

改正が必要である。  
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   八代市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例  

 八代市職員退職手当支給条例（平成１７年八代市条例第５８号）の一部

を次のように改正する。  

 第１０条第１１項第４号中「職業」を「安定した職業」に、「もの」を

「者」に改め、同条第１４項中「次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該

各号に定める」を「雇用保険法第５６条の３第１項第１号に該当する者に

係る就業促進手当について同条第４項の規定により基本手当を支給したも

のとみなされる日数に相当する」に改め、同項各号を削る。  

 附則第９項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改め

る。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１０条第１１項（第４号に係る部分に限り、同条第１５項

において準用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職した八代市

職員退職手当支給条例第２条に規定する職員をいう。以下同じ。）であ

ってこの条例の施行の日以後に安定した職業に就いた者について適用し、

退職職員であって同日前に職業に就いた者に対する就業促進手当に相当

する退職手当の支給については、なお従前の例による。  
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議案第２７号  

 

 

八代市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改

正について  

 

 

八代市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を別紙

のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令が一部改正され、

消防団員等公務災害補償等共済基金等が市町村に支払う消防団員退職報償金

の勤務年数区分に、「３５年以上」の区分が追加されたことに伴い、条例の

改正が必要である。  
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八代市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部

を改正する条例  

 八代市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（平成１７

年八代市条例第２７４号）の一部を次のように改正する。  

 別表を次のように改める。  

別表（第２条関係）  

 退職報償金支給額表  

階級 勤務年数 

５年以上１

０年未満 

１０年以上

１５年未満 

１５年以上

２０年未満 

２０年以上

２５年未満 

２５年以上

３０年未満 

３０年以上

３５年未満 

３５年以上 

団長 円 

２３９,０００ 

円 

３４４,０００ 

円 

４５９,０００ 

円 

５９４,０００ 

円 

７７９,０００ 

円 

９７９,０００ 

円 

１,０７９,０

００ 

副団長 ２２９,０００ ３２９,０００ ４２９,０００ ５３４,０００ ７０９,０００ ９０９,０００ １,００９,０

００ 

指導員

及び分

団長 

２１９,０００ ３１８,０００ ４１３,０００ ５１３,０００ ６５９,０００ ８４９,０００ ９４９,０００ 

副分団

長 

２１４,０００ ３０３,０００ ３８８,０００ ４７８,０００ ６２４,０００ ８０９,０００ ９０９,０００ 

部長及

び班長 

２０４,０００ ２８３,０００ ３５８,０００ ４３８,０００ ５６４,０００ ７３４,０００ ８３４,０００ 

団員 ２００,０００ ２６４,０００ ３３４,０００ ４０９,０００ ５１９,０００ ６８９,０００ ７８９,０００ 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に退職した非常勤消

防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、

なお従前の例による。  
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議案第２８号  

 

 

八代市公民館条例等の一部改正について  

 

 

八代市公民館条例等の一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

公の施設の休館日等及び開館時間等に係る規定を整備するに当たり、条例

の改正が必要である。  
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   八代市公民館条例等の一部を改正する条例  

 （八代市公民館条例の一部改正）  

第１条  八代市公民館条例（平成１７年八代市条例第８０号）の一部を次

のように改正する。  

  第１５条を第１７条とし、第１２条から第１４条までを２条ずつ繰り

下げる。  

第１１条第１項中「第５条」を「第７条」に改め、同条を第１３条と

する。  

第１０条第１号中「第５条」を「第７条」に改め、同条第２号中「利

用の」を「施設等の利用の」に、「認めた」を「認める」に改め、同条

第３号中「利用できない」を「施設等を利用することができない」に改

め、同条を第１２条とし、第９条を第１１条とし、第８条を第１０条と

し、第７条を第９条とする。  

第６条の見出しを「（利用許可証等）」に改め、同条第１項後段を削

り、同条第３項中「、利用」を「、施設等の利用」に改め、同項を同条

第４項とし、同条第２項中「利用前」を「施設等の利用前」に改め、同

項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。  

 ２  許可証は、他人に譲渡し、又は転貸してはならない。  

  第６条を第８条とし、第５条を第７条とする。  

  第４条第１項中「公民館」を「施設等」に、「八代市教育委員会（以

下「教育委員会」という。）」を「教育委員会」に改め、同条第２項中

「公民館の施設及び附属設備（以下「施設等」という。）」を「施設

等」に改め、同条を第６条とし、第３条の次に次の２条を加える。  

  （休館日）  

第４条  公民館の休館日は、次に掲げるとおりとする。  

（１）日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日  

（２）１２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除

く。）  

（３）その他八代市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が必要

と認める日  

２  前項第１号の規定にかかわらず、教育委員会が必要と認めるときは、

同号に掲げる休館日に開館することができる。  

（利用時間）  

第５条  公民館の施設及び附属設備（以下「施設等」という。）の利用

時間は、午前９時から午後１０時までとする。ただし、教育委員会は、

施設等の管理上必要があると認めるときは、これを変更することがで

きる。  

  別表中「第９条関係」を「第１１条関係」に改める。  
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 （八代市鏡文化センター条例の一部改正）  

第２条  八代市鏡文化センター条例（平成１７年八代市条例第８４号）の

一部を次のように改正する。  

  第２１条を第２３条とし、第１８条から第２０条までを２条ずつ繰り

下げる。  

  第１７条中「利用期間中」を「利用期間中における」に、「及び設備

の操作、保全その他」を「、設備の操作及び保全その他の」に改め、同

条を第１９条とし、第１６条を第１８条とする。  

  第１５条第１項中「第８条」を「第１０条」に改め、同条を第１７条

とし、第１４条を第１６条とし、第６条から第１３条までを２条ずつ繰

り下げ、第５条の次に次の２条を加える。  

  （休館日）  

第６条  文化センターの休館日は、１２月２９日から翌年の１月３日ま

での日とする。  

２  前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、同項に規定

する休館日を変更することができる。  

（開館時間）  

第７条  文化センターの開館時間は、午前９時から午後１０時までとす

る。  

２  前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、同項に規定

する開館時間を変更することができる。  

  別表中「第９条関係」を「第１１条関係」に改める。  

 （八代市立博物館未来の森ミュージアム条例の一部改正）  

第３条  八代市博物館未来の森ミュージアム条例（平成１７年八代市条例

第８６号）の一部を次のように改正する。  

  第２０条を第２２条とし、第１０条から第１９条までを２条ずつ繰り

下げる。  

第９条第１号中「第７条」を「第９条」に改め、同条を第１１条とし、

第８条を第１０条とし、第７条を第９条とする。  

第６条中「八代市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を

「教育委員会」に改め、同条を第８条とし、第５条を第７条とし、第４

条の次に次の２条を加える。  

  （開館時間）  

第５条  博物館の開館時間は、午前９時から午後５時までとする。ただ

し、入館時間は、午後４時３０分までとする。  

２  八代市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、特に必要が

あると認めるときは、開館時間及び入館時間を変更することができる。  

  （休館日）  

第６条  博物館の休館日は、次のとおりとする。ただし、教育委員会が
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必要があると認めるときは、これを変更し、又は臨時の休館日若しく

は開館日を設けることができる。  

（１）月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日に当たるときはその翌日）  

（２）１２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除

く。）  

  別表第１中「第５条関係」を「第７条関係」に改める。  

別表第２中「第１０条関係」を「第１２条関係」に改める。  

別表第３中「第１６条関係」を「第１８条関係」に改める。  

 （八代市赤星公園条例の一部改正）  

第４条  八代市赤星公園条例（平成１７年八代市条例第８８号）の一部を

次のように改正する。  

  第２条第２項第２号を次のように改める。  

 （２）工房  

 第１１条を第１２条とし、第１０条を第１１条とし、第９条を第１０

条とする。  

  第８条第１項中「第５条」を「第６条」に改め、同条を第９条とする。  

第７条第１号中「第５条」を「第６条」に改め、同条を第８条とする。  

第６条第２項中「使用料の」を「使用料を」に改め、同条を第７条と

する。  

第５条の見出し中「利用」を「利用の許可」に改め、同条第１項中

「第３条の規定により」を「利用の」に改め、同項第１号中「、この」

を「この」に改め、同項第２号中「前条」を「第４条第２項」に改め、

同条を第６条とする。  

  第４条中「施設等の利用を許可しない」を「利用の許可を行わない」

に改め、同条を第５条とする。  

第３条 第１項 中 「公園 の施設 及 び附属 設備（ 以 下「施 設等」 と い

う。）を利用（入場を含まない。以下同じ。）しよう」を「施設（附属

設備を含む。以下「施設等」という。）を利用し、又は屋外の土地の一

部を独占して利用しよう」に、「八代市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）」を「教育委員会」に改め、同条第２項中「許可」を

「許可（以下「利用の許可」という。）」に、「施設等の管理上」を

「管理上」に改め、同条を第４条とし、第２条の次に次の１条を加える。  

  （施設の利用時間及び休業日）  

 第３条  前条第２項に掲げる施設（以下「施設」という。）の利用時間

は、午前９時から午後１０時までとする。ただし、八代市教育委員会

（以下「教育委員会」という。）が特に必要と認めるときは、これを

短縮し、又は延長することができる。  

２  施設の休業日は、毎週火曜日及び１２月２９日から翌年の１月３日
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までの日とする。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、これを

変更することができる。  

  別表を次のように改める。  

 別表（第７条関係）  

市内外の区分  

施設等の区分  

市内に住所又は所

在地を有する者  

市外に住所又は所

在地を有する者  

水

竹

居

の

館  

部屋（１部屋１時間当たり）  ５０円  １００円  

厨房（１回の利用当たり）  １００円  １００円  

浴室（１回の利用当たり）  ３１０円  ３１０円  

冷暖房（エアコン１台１時間

当たり）  

１００円  １００円  

工

房  

 

工房（１時間当たり）  １００円  ２００円  

冷暖房（エアコン１台１時間

当たり）  

１００円  １００円  

屋

外  

半日当たり  無料  １，０４０円  

  備考  

   １  水竹居の館において利用する部屋は、牡丹の間、風鈴の間、望

郷の間、藤の間、水仙の間、語らいの間、詠いの間、紅梅の間、

展示の間又は団欒の間とし、風鈴の間と藤の間を併せて１部屋と

し、望郷の間と水仙の間を併せて１部屋とする。  

２  １時間未満は、１時間とする。  

３  この表において「１回の利用」とは、当該利用の許可に係る時

間帯における利用をいう。  

４  半日は、午前９時から午後１時まで又は午後１時から午後５時

までとする。  

５  この表の屋外の項は、屋外の土地の一部を独占して利用する場

合に適用する。  

 （八代市ふれあいセンターいずみ条例の一部改正）  

第５条  八代市ふれあいセンターいずみ条例（平成１７年八代市条例第１

１２号）の一部を次のように改正する。  

  第４条第２号中「設備」を「附属設備（以下「施設等」という。）」

に改める。  

  第１６条を第１７条とする。  

  第１５条中「漏らしたり」を「漏らし」に改め、同条を第１６条とし、

第１４条を第１５条とし、第１３条を第１４条とし、第１２条を第１３

条とする。  

  第１１条第１項中「別表第２」を「別表」に、「施設」を「施設等」

に改め、同条を第１２条とする。  

  第１０条中「第７条第１項」を「第８条第１項」に、「施設」を「施
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設等」に改め、同条を第１１条とし、第９条を第１０条とする。  

  第８条中「第６条」を「第７条」に改め、同条を第９条とする。  

  第７条第２項ただし書中「前項第５号」を「同項第５号」に改め、同

条を第８条とする。  

  第６条第１項中「別表第１の施設」を「施設等」に改め、同条を第７

条とし、第５条の次に次の１条を加える。  

  （開館時間）  

第６条  センターの開館時間は、午前９時から午後９時までとする。た

だし、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て

これを変更することができる。  

  附則第２項の前の見出し及び同項を削る。  

  附則第３項に見出しとして「（経過措置）」を付し、同項中「合併前

の条例」を「合併前のふれあいセンターいずみの設置及び管理に関する

条例（平成１０年泉村条例第２４号）」に改め、同項を附則第２項とす

る。  

  別表第１を削る。  

  別表第２中「第１１条関係」を「第１２条関係」に、  

 「  

区分  利用料金  

９時～１２時 １３時～１７

時 

時間外（１時

間当たり） 

１月当たり 

食材提供施設     ５５，０００円 

特産品展示施設     ５５，０００円 

会議室  ５５０円 ７３０円 １８０円  

和室  ５５０円 ７３０円 １８０円  

きなっせホール  １，１００円 １，４６０円 ３６０円  

体験工房  ５５０円 ７３０円 １８０円  

娯楽室  １時間当たり８３０円 

陶芸用窯  １時間当たり７３０円 

                               」を  

 「  

区分  午前  午後  時間外  

９時～１２時  １３時～１７時  １時間当たり  

会議室  ５５０円  ７３０円  １８０円  

和室  ５５０円  ７３０円  １８０円  

きなっせホール  １，１００円  １，４６０円  ３６０円  

体験工房  ５５０円  ７３０円  １８０円  

娯楽室  １時間当たり８３０円  

陶芸用窯  １時間当たり７３０円  

食材提供施設  １月当たり５５，０００円  

特産品展示施設  １月当たり５５，０００円  
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                               」に  

改め、同表備考第２項中「１８時から２１時までの時間に」を「午後６

時から午後９時までの時間の区分で」に、「当該時間」を「当該時間の

区分」に、「９時から１２時まで」を「午前」に改め、同項を同表備考

第４項とし、同表備考中第１項を第３項とし、同項の前に次の２項を加

える。  

   １  時間外とは、午前９時以前、午後０時から午後１時まで及び午

後５時以降をいう。  

   ２  午後０時から午後１時までの利用については、その前後の時間

帯における利用に支障がないと認められる場合に限り、時間外と

して利用の許可をするものとする。この場合において、午前から

午後まで連続して利用するときにあっては、午後０時から午後１

時までの利用について利用料金を徴収しないものとする。  

  別表第２を別表とする。  

 （八代市東陽石匠館条例の一部改正）  

第６条  八代市東陽石匠館条例（平成１７年八代市条例第１１７号）の一

部を次のように改正する。  

  第２０条を第２２条とし、第１４条から第１９条までを２条ずつ繰り

下げる。  

  第１３条中「特に」を「市長が公益上又は行政上必要があると認める

ときその他特に」に改め、同条を第１５条とし、第１２条を第１４条と

し、第１１条を第１３条とする。  

  第１０条中「できる。また、市長は、公益上及び行政上必要があると

認めるときは、使用料を減額し、又は免除することができる」を「でき

る」に改め、同条を第１２条とする。  

  第９条第１号中「第８条に規定する」を「第９条の規定による」に改

め、同条を第１１条とし、第８条を第１０条とし、第５条から第７条ま

でを２条ずつ繰り下げ、第４条の次に次の２条を加える。  

  （開館時間）  

第５条  石匠館の開館時間は、午前９時から午後４時３０分までとする。

ただし、入館時間は、午後４時までとする。  

（休館日）  

第６条  石匠館の休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要が

あると認めるときは、これを変更し、又は臨時の休館日若しくは開館

日を設けることができる。  

（１）月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日に当たるときはその翌日）  

（２）１２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除

く。）  
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  別表第１中「第５条関係」を「第７条関係」に改める。  

別表第２中「第１０条関係」を「第１２条関係」に改める。  

別表第３中「第１６条関係」を「第１８条関係」に改める。  

 （八代市泉農村研修センター条例の一部改正）  

第７条  八代市泉農村研修センター条例（平成１７年八代市条例第１３０

号）の一部を次のように改正する。  

  第１１条を第１２条とし、第１０条を第１１条とし、第９条を第１０

条とする。  

  第８条中「第３条」を「第４条の規定」に改め、同条を第９条とする。  

  第７条第２項中「前項の」を「前項に規定する」に改め、同条を第８

条とする。  

  第６条第１号中「条例」を「条件」に改め、同条第４号中「第４条第

２号」を「第５条第２号」に改め、同条を第７条とし、第５条を第６条

とする。  

  第４条中「各号」を「各号のいずれか」に改め、同条第２号中「損

傷」を「損傷し、」に改め、同条を第５条とし、第３条を第４条とし、

第２条の次に次の１条を加える。  

  （利用時間）  

第３条  農村センターの利用時間は、午前８時３０分から午後５時まで

とする。  

２  市長は、必要と認めるときは、前項の利用時間を変更することがで

きる。  

  別表中「第８条関係」を「第９条関係」に改める。  

 （八代市農林産物流通加工施設条例の一部改正）  

第８条  八代市農林産物流通加工施設条例（平成１７年八代市条例第１３

９号）の一部を次のように改正する。  

  第４条第２号中「及び設備」を「の施設及び附属設備（以下「施設

等」という。）」に改める。  

  第１６条を第１７条とする。  

  第１５条中「漏らしたり」を「漏らし」に改め、同条を第１６条とし、

第１４条を第１５条とし、第１３条を第１４条とし、第１２条を第１３

条とする。  

  第１１条第１項中「別表第２」を「別表」に、「施設」を「施設等」

に改め、同条を第１２条とする。  

  第１０条中「第７条第１項」を「第８条第１項」に、「施設」を「施

設等」に改め、同条を第１１条とし、第９条を第１０条とする。  

  第８条中「第６条」を「第７条」に改め、同条を第９条とする。  

  第７条第２項ただし書中「前項第５号」を「同項第５号」に改め、同

条を第８条とする。  
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  第６条第１項中「別表第１の施設」を「施設等」に改め、同条を第７

条とし、第５条の次に次の１条を加える。  

（開館時間）  

第６条  加工施設の開館時間は、午前８時から午後５時までとする。た

だし、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て

これを変更することができる。  

  附則第２項の前の見出し及び同項を削る。  

  附則第３項に見出しとして「（経過措置）」を付し、同項中「合併前

の条例」を「合併前の泉村農林産物流通加工施設の設置及び管理に関す

る条例（平成１０年泉村条例第２６号）」に改め、同項を附則第２項と

する。  

  別表第１を削る。  

  別表第２中「第１１条関係」を「第１２条関係」に改め、同表を別表

とする。  

 （八代市立保育園の設置及び管理に関する条例の一部改正）  

第９条  八代市立保育園の設置及び管理に関する条例（平成１７年八代市

条例第１６７号）の一部を次のように改正する。  

  第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。  

  （開園時間及び休園日）  

第５条  保育園の開園時間は、平日は７時３０分から１８時３０分まで、

土曜日は７時３０分から１２時３０分までとする。ただし、市長が必

要と認めるときは、この限りでない。  

２  保育園の休園日は、次のとおりとする。  

（１）日曜日  

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日  

（３）その他市長が必要と認める臨時休日  

 （八代市保健センター条例の一部改正）  

第１０条  八代市保健センター条例（平成１７年八代市条例第１８７号）

の一部を次のように改正する。  

  第１１条を第１３条とし、第１０条を第１２条とし、第９条を第１１

条とする。  

  第８条第２号中「第５条各号」を「第７条各号」に改め、同条を第１

０条とし、第７条を第９条とし、第４条から第６条までを２条ずつ繰り

下げ、第３条の次に次に２条を加える。  

  （開館時間）  

第４条  保健センターの開館時間は、月曜日から金曜日までの午前８時

３０分から午後５時１５分までとする。  

（休館日）  
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第５条  保健センターの休館日は、次に掲げるとおりとする。ただし、

市長が特に必要と認めるときはこれを変更し、又は臨時に休館するこ

とができる。  

（１）日曜日及び土曜日  

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日  

（３）１２月２９日から翌年の１月３日までの日（前２号に掲げる日を

除く。）  

  別表第２中「第４条、第６条関係」を「第６条、第８条関係」に改め

る。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第２９号  

 

 

八代市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改

正について  

 

 

八代市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を別紙

のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

本市で利用する住登外者宛名番号管理機能に関して個人番号を利用するに

当たり、条例の改正が必要である。  
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   八代市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例  

八代市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７

年八代市条例第３４号）の一部を次のように改正する。  

 第２条第２号中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改め、同条第３

号中「第２条第１２項」を「第２条第１３項」に改め、同条第４号中「第

２条第１４項」を「第２条第１５項」に改める。  

 別表第１に次のように加える。  

９  市長  住登外者宛名番号管理機能による本市の住民基本台帳に登

録されていない者（以下「住登外者」という。）の情報の

管理に関する事務であって規則で定めるもの  

 別表第２中  

「  

１  市長  こども医療費助成に

関する事務であって

規則で定めるもの  

生活に困窮する外国人に対する生活

保護の措置に関する情報であって規

則で定めるもの  

」を  

「  

１  市長  こども医療費助成に

関する事務であって

規則で定めるもの  

生活に困窮する外国人に対する生活

保護の措置に関する情報であって規

則で定めるもの  

住登外者宛名番号管理機能により管

理する住登外者の情報（以下「住登

外者宛名情報」という。）であって

規則で定めるもの  

                               」に、  

「  

２  市長  ひとり親家庭等医療

費助成に関する事務

であって規則で定め

るもの  

生活に困窮する外国人に対する生活

保護の措置に関する情報であって規

則で定めるもの  

」を  

「  

２  市長  ひとり親家庭等医療

費助成に関する事務

であって規則で定め

るもの  

生活に困窮する外国人に対する生活

保護の措置に関する情報であって規

則で定めるもの  

住登外者宛名情報であって規則で定

めるもの  

                               」に、  

「  

３  市長  重度心身障がい者医

療費助成に関する事

生活に困窮する外国人に対する生活

保護の措置に関する情報であって規
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務であって規則で定

めるもの  

則で定めるもの  

」を  

「  

３  市長  重度心身障がい者医

療費助成に関する事

務であって規則で定

めるもの  

生活に困窮する外国人に対する生活

保護の措置に関する情報であって規

則で定めるもの  

住登外者宛名情報であって規則で定

めるもの  

                               」に、  

「  

４  市長  療育手帳に関する事

務であって規則で定

めるもの  

身体障害者福祉法による身体障害者

手帳又は精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律による精神障害者保

健福祉手帳の交付に関する情報であ

って規則で定めるもの  

」を  

「  

４  市長  療育手帳に関する事

務であって規則で定

めるもの  

身体障害者福祉法による身体障害者

手帳又は精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律による精神障害者保

健福祉手帳の交付に関する情報であ

って規則で定めるもの  

住登外者宛名情報であって規則で定

めるもの  

                               」に、  

「  

５  市長  生活に困窮する外国

人に対する生活保護

の措置に関する事務

であって規則で定め

るもの  

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）による自立支

援給付の支給に関する情報であって

規則で定めるもの  

」を  

「  

５  市長  生活に困窮する外国

人に対する生活保護

の措置に関する事務

であって規則で定め

るもの  

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）による自立支

援給付の支給に関する情報であって

規則で定めるもの  

住登外者宛名情報であって規則で定

めるもの  

                               」に、  

「  
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６  市長  地域生活支援事業の実

施に関する事務であっ

て規則で定めるもの  

中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３

０号）による支援給付又は配偶者

支援金の支給に関する情報（以下

「中国残留邦人等支援給付等関係

情報」という。）であって規則で

定めるもの  

」を  

「  

６  市長  地域生活支援事業の実

施に関する事務であっ

て規則で定めるもの  

中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３

０号）による支援給付又は配偶者

支援金の支給に関する情報（以下

「中国残留邦人等支援給付等関係

情報」という。）であって規則で

定めるもの  

住登外者宛名情報であって規則で

定めるもの  

                               」に、  

「  

７  市長  社会福祉法人による利

用者負担の軽減に係る

補助金の交付に関する

事務であって規則で定

めるもの  

中国残留邦人等支援給付等関係情

報であって規則で定めるもの  

」を  

「  

７  市長  社会福祉法人による利

用者負担の軽減に係る

補助金の交付に関する

事務であって規則で定

めるもの  

中国残留邦人等支援給付等関係情

報であって規則で定めるもの  

住登外者宛名情報であって規則で

定めるもの  

」に  

改める。  

 別表第３中  

「  

３  教育

委員会  

学校保健安全法による

医療に要する費用につ

いての援助に関する事

市長  住民票関係情報であって規則

で定めるもの  
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務であって規則で定め

るもの  

」を  

「  

３  教育

委員会  

学校保健安全法による

医療に要する費用につ

いての援助に関する事

務であって規則で定め

るもの  

市長  住民票関係情報であって規則

で定めるもの  

住登外者宛名情報であって規

則で定めるもの  

                               」に、  

「  

４  教育

委員会  

就学援助に関する事務

（３の項に掲げる事務

を除く。）であって規

則で定めるもの  

市長  生活に困窮する外国人に対す

る生活保護の措置に関する情

報であって規則で定めるもの  

」を  

「  

４  教育

委員会  

就学援助に関する事務

（３の項に掲げる事務

を除く。）であって規

則で定めるもの  

市長  生活に困窮する外国人に対す

る生活保護の措置に関する情

報であって規則で定めるもの  

住登外者宛名情報であって規

則で定めるもの  

                               」に、  

「  

５  教育

委員会  

特別支援学校への就学

奨励に関する法律（昭

和２９年法律第１４４

号）による特別支援学

校への就学のため必要

な経費の支弁に関する

事務であって規則で定

めるもの  

市長  住民票関係情報であって規則

で定めるもの  

」を  

「  

５  教育

委員会  

特別支援学校への就学

奨励に関する法律（昭

和２９年法律第１４４

号）による特別支援学

校への就学のため必要

な経費の支弁に関する

事務であって規則で定

めるもの  

市長  住民票関係情報であって規則

で定めるもの  

住登外者宛名情報であって規

則で定めるもの  

」に  
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改める。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、令

和７年４月１日から施行する。  
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議案第３０号  

 

 

八代市地域振興基金条例の制定について  

 

 

八代市地域振興基金条例を別紙のとおり制定するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

市民の連帯の強化及び地域振興等に要する費用に充てるため、基金を設置

するに当たり、条例の制定が必要である。  
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   八代市地域振興基金条例  

（設置）  

第１条  市民の連帯の強化及び地域振興等に要する費用に充てるため、市

町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第１１条の２

の規定による地方債（以下「合併特例債」という。）を財源として、八

代市地域振興基金（以下「基金」という。）を設置する。  

（積立て）  

第２条  基金として積み立てる額は、毎年度予算で定める。  

（管理）  

第３条  基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利

な方法により保管しなければならない。  

２  基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができる。  

（運用益金の処理）  

第４条  基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、

第１条に規定する基金の設置の目的の達成に要する経費の財源に充てる

ほか、この基金に編入するものとする。  

（繰替運用）  

第５条  市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用

することができる。  

（処分）  

第６条  基金は、第１条に規定する基金の設置の目的を達成するために必

要な経費の財源に充てる場合に限り、これを処分することができる。  

２  前項の場合において、合併特例債を起こして積み立てた額の処分につ

いては、当該処分を実施する年度の前年度までに合併特例債の償還を終

えた額の範囲内において処分するものとする。  

（委任）  

第７条  この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

附  則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  
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議案第３１号  

 

 

八代市手数料条例の一部改正について  

 

 

八代市手数料条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律等の一部を改正する法律において、建築基準法及び建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律が一部改正されたことに伴い、建築確認

申請等に係る手数料の見直しによる改定及び建築物エネルギー消費性能適合

性判定等に係る手数料の整備を行うに当たり、条例の改正が必要である。  

59



 

   八代市手数料条例の一部を改正する条例  

八代市手数料条例（平成１７年八代市条例第２５７号）の一部を次のよ

うに改正する。  

 第２条第４４号中「中間検査申請手数料」を「中間検査申請又は特定工

程終了通知手数料」に改め、同条第１２７号中「建築物エネルギー消費性

能向上計画に関する認定申請若しくは変更認定申請又は建築物エネルギー

消費性能基準に関する適合認定申請手数料」を「建築物エネルギー消費性

能適合性判定申請若しくは判定通知又は計画変更判定申請若しくは計画変

更判定通知手数料」に改め、同条第１２８号中「建築物エネルギー消費性

能適合性判定申請若しくは判定通知又は計画変更判定申請若しくは計画変

更判定通知手数料」を「建築物エネルギー消費性能向上計画に関する認定

申請又は変更認定申請手数料」に改める。  

 別表第３中  

「  

３０平方メートル以内  ７，０００円  

」を  

「  

３０平方メートル以内  １２，０００円  

」に  

改め、同表手数料の額の欄中「１３，０００円」を「２２，０００円」に、

「２０，０００円」を「３４，０００円」に、「２８，０００円」を「４

８，０００円」に、「４８，０００円」を「７２，０００円」に、「７１，

０００円」を「１０７，０００円」に、「２０７，０００円」を「３１１，

０００円」に、「３１１，０００円」を「４６７，０００円」に、「５３

１，０００円」を「７９７，０００円」に改める。  

 別表第４中「中間検査申請手数料」を「中間検査申請又は特定工程終了

通知手数料」に改め、同表手数料の額の欄中「１３，０００円」を「２２，

０００円」に、「１６，０００円」を「２７，０００円」に改め、同表中  

「  

１００平方メートルを超え２００平方メート

ル以内  

２２，０００円  

」を  

「  

１００平方メートルを超え２００平方メート

ル以内  

３７，０００円  

」に  

改め、同表手数料の額の欄中「２８，０００円」を「４８，０００円」に、

「４９，０００円」を「７４，０００円」に、「６６，０００円」を「９

９，０００円」に、「１４７，０００円」を「２２１，０００円」に、
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「２２２，０００円」を「３３３，０００円」に、「４０７，０００円」

を「６１１，０００円」に改める。  

 別表第５手数料の額の欄中「１４，０００円」を「２４，０００円」に、

「１７，０００円」を「２９，０００円」に、「２３，０００円」を「３

９，０００円」に、「３２，０００円」を「５４，０００円」に、「５３，

０００円」を「８０，０００円」に、「７４，０００円」を「１１１，０

００円」に、「１７８，０００円」を「２６７，０００円」に、「２６０，

０００円」を「３９０，０００円」に、「４５５，０００円」を「６８３，

０００円」に改め、同表備考第２項中「完了検査申請」を「完了検査申請

又は完了通知」に、「掲げる床面積の合計の」を「掲げる」に、「応じ、

同表の右欄に掲げる」を「応じた」に改め、同項の表中「床面積の合計」

を「建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る面積」に改め、同表手数

料の額の欄中「６，０００円」を「９，０００円」に改め、同表中  

「  

３００平方メートル以上２，０００平方メー

トル未満のもの  

１０，０００円  

」を  

「  

３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの  

１１，０００円  

１，０００平方メートル以上２，０００平方

メートル未満のもの  

１５，０００円  

」に  

改め、同表手数料の額の欄中「２３，０００円」を「３４，０００円」に、

「３０，０００円」を「４５，０００円」に、「３４，０００円」を「５

１，０００円」に、「３７，０００円」を「５５，０００円」に改め、同

表に備考として次のように加える。  

備考  この表において「建築物エネルギー消費性能適合性判定に係

る面積」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律施行令（平成２８年政令第８号）第３条第１項に規定する床面

積から市長が指定する建築物の部分の床面積を除いたものをいう。  

 別表第６手数料の額の欄中「１３，０００円」を「２２，０００円」に、

「１６，０００円」を「２７，０００円」に、「２２，０００円」を「３

７，０００円」に、「３０，０００円」を「５１，０００円」に改め、同

表中  

「  

５００平方メートルを超え１，０００平方メ

ートル以内  

５２，０００円  

」を  

「  
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５００平方メートルを超え１，０００平方メ

ートル以内  

７８，０００円  

」に  

改め、同表手数料の額の欄中「６９，０００円」を「１０４，０００円」

に、「１６１，０００円」を「２４２，０００円」に、「２５２，０００

円」を「３７８，０００円」に、「４４５，０００円」を「６６８，００

０円」に改め、同表備考第２項中「完了検査申請」を「完了検査申請又は

完了通知」に、「掲げる床面積の合計の」を「掲げる」に、「応じ、同表

の右欄に掲げる」を「応じた」に改め、同項の表中「床面積の合計」を

「建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る面積」に改め、同表手数料

の額の欄中「６，０００円」を「９，０００円」に改め、同表中  

「  

３００平方メートル以上２，０００平方メー

トル未満のもの  

１０，０００円  

」を  

「  

３００平方メートル以上１，０００平方メー

トル未満のもの  

１１，０００円  

１，０００平方メートル以上２，０００平方

メートル未満のもの  

１５，０００円  

」に  

改め、同表手数料の額の欄中「２３，０００円」を「３４，０００円」に、

「３０，０００円」を「４５，０００円」に、「３４，０００円」を「５

１，０００円」に、「３７，０００円」を「５５，０００円」に改め、同

表に備考として次のように加える。  

備考  この表において「建築物エネルギー消費性能適合性判定に係

る面積」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律施行令第３条第１項に規定する床面積から市長が指定する建築

物の部分の床面積を除いたものをいう。  

 別表第１６備考以外の部分を次のように改める。  

別表第１６（第２条関係）  

 低炭素建築物新築等計画に関する認定申請又は変更認定申請手数料  

区分  手数料の額  

認定申請  変更認定申請  

住

宅

部

分  

 

適合証、設

計住宅性能

評価書又は

これらに相

当するもの

として市長

が定めるも

一戸建ての住宅  １戸につき

５，０００円  

１戸につき

２，５００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

１０，０００

円  

５，０００円  

面積が３００平方メート

ル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

２２，０００

円  

１１，０００

円  
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のが添付さ

れた場合  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

４８，０００

円  

２４，０００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの  

８６，０００

円  

４３，０００

円  

適合証、設

計住宅性能

評価書及び

これらに相

当するもの

として市長

が定めるも

ののいずれ

も添付され

ない場合

（誘導性能

基準により

評価されて

いるもの）  

一

戸

建

て

の

住

宅  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル未満のも

の  

１戸につき３

１，０００円  

１戸につき１

５，５００円  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル以上のも

の  

１戸につき３

４，０００円  

１戸につき１

７，０００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

６１，０００

円  

３０，５００

円  

面積が３００平方メート

ル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

１０２，００

０円  

５１，０００

円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

１７３，００

０円  

８６，５００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの  

２４８，００

０円  

１２４，００

０円  

適合証、設

計住宅性能

評価書及び

これらに相

当するもの

として市長

が定めるも

ののいずれ

も添付され

ない場合

（誘導仕様

基準により

評価されて

いるもの）  

一

戸

建

て

の

住

宅  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル未満のも

の  

１戸につき１

６，０００円  

１戸につき

８，０００円  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル以上のも

の  

１戸につき１

７，０００円  

１戸につき

８，５００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

２９，０００

円  

１４，５００

円  

面積が３００平方メート

ル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

５１，０００

円  

２５，５００

円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

９１，０００

円  

４５，５００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの  

１３８，００

０円  

６９，０００

円  

適合証、設

計住宅性能

評価書及び

これらに相

当するもの

として市長

一

戸

建

て

の

住

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル未満のも

の  

１戸につき２

３，０００円  

１戸につき１

１，５００円  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル以上のも

の  

１戸につき２

５，０００円  

１戸につき１

２，５００円  
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が定めるも

ののいずれ

も添付され

ない場合

（誘導性能

基準及び誘

導仕様基準

の併用によ

り評価され

ているも

の）  

宅  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

４５，０００

円  

２２，５００

円  

面積が３００平方メート

ル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

７６，０００

円  

３８，０００

円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

１３２，００

０円  

６６，０００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの  

１９３，００

０円  

９６，５００

円  

非

住

宅

部

分  

適合証又は

これに相当

するものと

して市長が

定めるもの

が添付され

た場合  

面積が３００平方メートル

未満のもの  

１０，０００

円  

５，０００円  

面積が３００平方メートル

以上１，０００平方メート

ル未満のもの  

１８，０００

円  

９，０００円  

面積が１，０００平方メー

トル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

２９，０００

円  

１４，５００

円  

面積が２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの  

８６，０００

円  

４３，０００

円  

面積が５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方

メートル未満のもの  

１３６，００

０円  

６８，０００

円  

面積が１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平

方メートル未満のもの  

１７２，００

０円  

８６，０００

円  

面積が２５，０００平方メ

ートル以上のもの  

２１４，００

０円  

１０７，００

０円  

適合証及び

これに相当

するものと

して市長が

定めるもの

のいずれも

添付されな

い場合  

モ

デ

ル

建

物

法

に

よ

り

評

価

さ

れ

て

い

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

７７，０００

円  

３８，５００

円  

面積が３００平方メート

ル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの  

９８，０００

円  

４９，０００

円  

面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

１２９，００

０円  

６４，５００

円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

２０９，００

０円  

１０４，５０

０円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上１０，０００

平方メートル未満のもの  

２７２，００

０円  

１３６，００

０円  

面積が１０，０００平方 ３２７，００ １６３，５０
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る

も

の  

メートル以上２５，００

０平方メートル未満のも

の  

０円  ０円  

面積が２５，０００平方

メートル以上のもの  

３８４，００

０円  

１９２，００

０円  

標

準

入

力

法

等

に

よ

り

評

価

さ

れ

て

い

る

も

の  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

２０１，００

０円  

１００，５０

０円  

面積が３００平方メート

ル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの  

２５２，００

０円  

１２６，００

０円  

面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

３２５，００

０円  

１６２，５０

０円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

４６３，００

０円  

２３１，５０

０円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上１０，０００

平方メートル未満のもの  

５７１，００

０円  

２８５，５０

０円  

面積が１０，０００平方

メートル以上２５，００

０平方メートル未満のも

の  

６７４，００

０円  

３３７，００

０円  

面積が２５，０００平方

メートル以上のもの  

７６９，００

０円  

３８４，５０

０円  

 別表第１６備考中第５項を削り、第４項を第５項とし、同表備考第３項

中「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業

省令・国土交通省令第１号）」を「建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令」に改め、同項を同表備考第４項とし、同表備考第２項を同表備

考第３項とし、同表備考第１項中「第１５条第１項」を「第１４条第１

項」に、「規定する基準」を「掲げる基準」に改め、同項を同表備考第２

項とし、同表備考に第１項として次の１項を加える。  

１  この表において「住宅部分」とは、建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令（平成２８年経済産業省令・国土交通省令第１

号）第１条第２項に規定する住宅部分をいい、「非住宅部分」とは、

同条第１項第１号に規定する非住宅部分をいう。  

 別表第１６備考第６項及び第７項を次のように改める。  

６  この表において「モデル建物法」とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１号ロ並びに第１０条第１号

イ（２）及びロ（２）に規定する基準により評価する方法をいう。  

７  この表において「標準入力法等」とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第 1 条第１項第１号イ並びに第１０条第１号
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イ (１ )及びロ (１ )に規定する基準により評価する方法又は同項第１

号ただし書及び同条第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネ

ルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法をいう。  

 別表第１６備考第８項中「手数料の額は、認定申請又は変更認定申請に

係る建築物の次の各号に掲げる部分の区分に応じ、当該各号に定める方法

により算定した額を加算した額」を「建築物に住宅部分及び非住宅部分の

いずれもが含まれる場合は、それぞれの区分に応じた額の合計額」に改め、

同項各号を削る。  

 別表第１７及び別表第１８を次のように改める。  

別表第１７（第２条関係）  

 建築物エネルギー消費性能適合性判定申請若しくは判定通知又は計画変

更判定申請若しくは計画変更判定通知手数料  

区分  建築物エネルギー消費

性能適合性判定に係る

面積  

手数料の額  

判定申請又は

判定通知  

計画変更判定

申請又は計画

変更判定通知  

住

宅

部

分  

性能向上

計画認定

通知書が

添付され

た場合  

一戸建ての住宅  １戸につき

５，０００円  

１戸につき

２，５００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メー

トル未満のもの  

１０，０００

円  

５，０００円  

面積が３００平方メー

トル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

２０，０００

円  

１０，０００

円  

面積が２，０００平方

メートル以上５，００

０平方メートル未満の

もの  

４４，０００

円  

２２，０００

円  

面積が５，０００平方

メートル以上のもの  

７９，０００

円  

３９，５００

円  

性

能

向

上

計

画

認

定

通

知

書

が

添

付

性能基

準によ

り評価

する方

法  

一

戸

建

て

の

住

宅  

面積が２００平方メー

トル未満のもの  

１戸につき３

１，０００円  

１戸につき１

５，５００円  

面積が２００平方メー

トル以上のもの  

１戸につき３

４，０００円  

１戸につき１

７，０００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メー

トル未満のもの  

６２，０００

円  

３１，０００

円  

面積が３００平方メー

トル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

１０３，００

０円  

５１，５００

円  

面積が２，０００平方

メートル以上５，００

１７５，００

０円  

８７，５００

円  
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さ

れ

な

い

場

合  

０平方メートル未満の

もの  

面積が５，０００平方

メートル以上のもの  

２５１，００

０円  

１２５，５０

０円  

性能基

準及び

仕様基

準の併

用によ

り評価

する方

法  

一

戸

建

て

の

住

宅  

面積が２００平方メー

トル未満のもの  

１戸につき２

３，０００円  

１戸につき１

１，５００円  

面積が２００平方メー

トル以上のもの  

１戸につき２

６，０００円  

１戸につき１

３，０００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メー

トル未満のもの  

４６，０００

円  

２３，０００

円  

面積が３００平方メー

トル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

７７，０００

円  

３８，５００

円  

面積が２，０００平方

メートル以上５，００

０平方メートル未満の

もの  

１３３，００

０円  

６６，５００

円  

面積が５，０００平方

メートル以上のもの  

１９５，００

０円  

９７，５００

円  

非

住

宅

部

分  

性能向上計

画認定通知

書が添付さ

れた場合  

面積が３００平方メー

トル未満のもの  

１０，０００

円  

５，０００円  

面積が３００平方メー

トル以上１，０００平

方メートル未満のもの  

１６，０００

円  

８，０００円  

面積が１，０００平方

メートル以上２，００

０平方メートル未満の

もの  

２７，０００

円  

１３，５００

円  

面積が２，０００平方

メートル以上５，００

０平方メートル未満の

もの  

７９，０００

円  

３９，５００

円  

面積が５，０００平方

メートル以上１０，０

００平方メートル未満

のもの  

１２４，００

０円  

６２，０００

円  

面積が１０，０００平

方メートル以上２５，

０００平方メートル未

満のもの  

１５７，００

０円  

７８，５００

円  

面積が２５，０００平

方メートル以上のもの  

１９６，００

０円  

９８，０００

円  
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性能向上

計画認定

通知書が

添付され

ない場合  

モ

デ

ル

建

物

法

に

よ

り

評

価

さ

れ

て

い

る

も

の  

面積が３００平方メー

トル未満のもの  

７８，０００

円  

３９，０００

円  

面積が３００平方メー

トル以上１，０００平

方メートル未満のもの  

９９，０００

円  

４９，５００

円  

面積が１，０００平方

メートル以上２，００

０平方メートル未満の

もの  

１３１，００

０円  

６５，５００

円  

面積が２，０００平方

メートル以上５，００

０平方メートル未満の

もの  

２１１，００

０円  

１０５，５０

０円  

面積が５，０００平方

メートル以上１０，０

００平方メートル未満

のもの  

２７５，００

０円  

１３７，５０

０円  

面積が１０，０００平

方メートル以上２５，

０００平方メートル未

満のもの  

３３１，００

０円  

１６５，５０

０円  

面積が２５，０００平

方メートル以上のもの  

３８８，００

０円  

１９４，００

０円  

標

準

入

力

法

等

に

よ

り

評

価

さ

れ

て

い

る

も

の  

面積が３００平方メー

トル未満のもの  

２０３，００

０円  

１０１，５０

０円  

面積が３００平方メー

トル以上１，０００平

方メートル未満のもの  

２５５，００

０円  

１２７，５０

０円  

面積が１，０００平方

メートル以上２，００

０平方メートル未満の

もの  

３２８，００

０円  

１６４，００

０円  

面積が２，０００平方

メートル以上５，００

０平方メートル未満の

もの  

４６９，００

０円  

２３４，５０

０円  

面積が５，０００平方

メートル以上１０，０

００平方メートル未満

のもの  

５７７，００

０円  

２８８，５０

０円  

面積が１０，０００平

方メートル以上２５，

０００平方メートル未

満のもの  

６８２，００

０円  

３４１，００

０円  

面積が２５，０００平 ７７８，００ ３８９，００
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方メートル以上のもの  ０円  ０円  

 備考  

  １  この表において「住宅部分」とは、建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第２項に規定する住宅部分をいい、「非住

宅部分」とは、同条第１項第１号に規定する非住宅部分をいう。  

  ２  この表において「性能向上計画認定通知書」とは、建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律第２９条第１項に規定する建

築物エネルギー消費性能向上計画の同法第３０条第１項又は第３１

条第１項の規定による認定の通知書の写しをいう。  

  ３  この表において「性能基準」とは、建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第２号イ（１）及びロ（１）に規定する基

準をいう。  

  ４  この表において「仕様基準」とは、建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第１項第２号イ（２）及びロ（２）に規定

する基準をいう。  

  ５  この表において「モデル建物法」とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１号ロ並びに第１０条第１号

イ（２）及びロ（２）に規定する基準により評価する方法をいう。  

  ６  この表において「標準入力法等」とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１号イ並びに第１０条第１号

イ（１）及びロ（１）に規定する基準により評価する方法又は同項

第１号ただし書及び同条第１号ただし書に規定する国土交通大臣が

エネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法をいう。  

  ７  この表において「建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る面

積」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行

令第３条第１項に規定する床面積から市長が指定する建築物の部分

の床面積を除いたものをいう。  

  ８  判定申請若しくは判定通知又は計画変更判定申請若しくは計画変

更判定通知に係る建築物に住宅部分及び非住宅部分のいずれもが含

まれる場合は、それぞれの区分に応じた額の合計額とする。  

別表第１８（第２条関係）  

 建築物エネルギー消費性能向上計画に関する認定申請又は変更認定申請

手数料  

区分  手数料の額  

認定申請  変更認定申請  

住

宅

部

分  

適合証、

設計住宅

性能評価

書又はこ

れらに相

一戸建ての住宅  １戸につき

５，０００円  

１戸につき

２，５００円  

共

同

住

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

１０，０００

円  

５，０００円  

面積が３００平方メート ２０，０００ １０，０００
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当するも

のとして

市長が定

めるもの

が添付さ

れた場合  

宅

等  

ル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

円  円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

４４，０００

円  

２２，０００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの  

７９，０００

円  

３９，５００

円  

適合証、

設計住宅

性能評価

書及びこ

れらに相

当するも

のとして

市長が定

めるもの

のいずれ

も添付さ

れない場

合（誘導

性能基準

により評

価されて

いるも

の）  

一

戸

建

て

の

住

宅  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル未満のも

の  

１戸につき３

１，０００円  

１戸につき１

５，５００円  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル以上のも

の  

１戸につき３

４，０００円  

１戸につき１

７，０００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

６２，０００

円  

３１，０００

円  

面積が３００平方メート

ル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

１０３，００

０円  

５１，５００

円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

１７５，００

０円  

８７，５００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの  

２５１，００

０円  

１２５，５０

０円  

適合証、

設計住宅

性能評価

書及びこ

れらに相

当するも

のとして

市長が定

めるもの

のいずれ

も添付さ

れない場

合（誘導

仕様基準

により評

価されて

いるも

の）  

一

戸

建

て

の

住

宅  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル未満のも

の  

１戸につき１

６，０００円  

１戸につき

８，０００円  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル以上のも

の  

１戸につき１

７，０００円  

１戸につき

８，５００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

３０，０００

円  

１５，０００

円  

面積が３００平方メート

ル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

５１，０００

円  

２５，５００

円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

９２，０００

円  

４６，０００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの  

１３９，００

０円  

６９，５００

円  

適合証、

設計住宅

一

戸

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル未満のも

１戸につき２

３，０００円  

１戸につき１

１，５００円  
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性能評価

書及びこ

れらに相

当するも

のとして

市長が定

めるもの

のいずれ

も添付さ

れない場

合（誘導

性能基準

及び誘導

仕様基準

の併用に

より評価

されてい

るもの）  

建

て

の

住

宅  

の  

１戸当たりの面積が２０

０平方メートル以上のも

の  

１戸につき２

６，０００円  

１戸につき１

３，０００円  

共

同

住

宅

等  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

４６，０００

円  

２３，０００

円  

面積が３００平方メート

ル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの  

７７，０００

円  

３８，５００

円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

１３３，００

０円  

６６，５００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの  

１９５，００

０円  

９７，５００

円  

非

住

宅

部

分  

 

適合証又は

これに相当

するものと

して市長が

定めるもの

が添付され

た場合  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

１０，０００

円  

５，０００円  

面積が３００平方メート

ル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの  

１６，０００

円  

８，０００円  

面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

２７，０００

円  

１３，５００

円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

７９，０００

円  

３９，５００

円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上１０，０００

平方メートル未満のもの  

１２４，００

０円  

６２，０００

円  

面積が１０，０００平方

メートル以上２５，００

０平方メートル未満のも

の  

１５７，００

０円  

７８，５００

円  

面積が２５，０００平方

メートル以上のもの  

１９６，００

０円  

９８，０００

円  

適合証及

びこれに

相当する

ものとし

て市長が

定めるも

ののいず

モ

デ

ル

建

物

法

に

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

７８，０００  

円  

３９，０００

円  

面積が３００平方メート

ル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの  

９９，０００

円  

４９，５００

円  

面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平

１３１，００

０円  

６６，５００

円  

71



 

れも添付

されない

場合  

よ

り

評

価

さ

れ

て

い

る

も

の  

方メートル未満のもの  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

２１１，００

０円  

１０５，５０

０円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上１０，０００

平方メートル未満のもの  

２７５，００

０円  

１３７，５０

０円  

面積が１０，０００平方

メートル以上２５，００

０平方メートル未満のも

の  

３３１，００

０円  

１６５，５０

０円  

面積が２５，０００平方

メートル以上のもの  

３８８，００

０円  

１９４，００

０円  

標

準

入

力

法

等

に

よ

り

評

価

さ

れ

て

い

る

も

の  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

２０３，００

０円  

１０１，５０

０円  

面積が３００平方メート

ル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの  

２５５，００

０円  

１２７，５０

０円  

面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

３２８，００

０円  

１６４，００

０円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

４６９，００

０円  

２３４，５０

０円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上１０，０００

平方メートル未満のもの  

５７７，００

０円  

２８８，５０

０円  

面積が１０，０００平方

メートル以上２５，００

０平方メートル未満のも

の  

６８２，００

０円  

３４１，００

０円  

面積が２５，０００平方

メートル以上のもの  

７７８，００

０円  

３８９，００

０円  

 備考  

  １  この表において「住宅部分」とは、建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第２項に規定する住宅部分をいい、「非住

宅部分」とは、同条第１項第１号に規定する非住宅部分をいう。  

  ２  この表において「適合証」とは、住宅の品質確保の促進等に関す

る法律第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関又は建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律第１４条第１項に規定す

る登録建築物エネルギー消費性能判定機関が、同法第３０条第１項

第１号に規定する建築物エネルギー消費性能誘導基準に適合するこ

とを証する書面をいう。  
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  ３  この表において「設計住宅性能評価書」とは、住宅の品質確保の

促進等に関する法律第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書を

いう。  

  ４  この表において「誘導性能基準」とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１０条第２号イ（１）及びロ（１）に規定

する基準をいう。  

  ５  この表において「誘導仕様基準」とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に規定

する基準をいう。  

  ６  この表において「モデル建物法」とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１号ロ並びに第１０条第１号

イ（２）及びロ（２）に規定する基準により評価する方法をいう。  

  ７  この表において「標準入力法等」とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１号イ（１）及びロ（１）に

規定する基準により評価する方法又は同項第１号ただし書及び同条

第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネルギー消費性能を適

切に評価できる方法と認める方法をいう。  

  ８  認定申請又は変更認定申請に係る建築物に住宅部分及び非住宅部

分のいずれもが含まれる場合は、それぞれの区分に応じた額の合計

額とする。  

  ９  一の認定申請又は変更認定申請に審査を要する建築物が２以上あ

る場合は、それぞれの区分に応じた額（変更認定申請において建築

物のエネルギー消費性能向上等に関する法律第３０条第１項の規定

により認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画（以下この

表において「計画」という。）に追加する他の建築物にあっては、

この表の認定申請の欄に掲げるそれぞれの区分に応じた額）の合計

額とする。  

  １０  一の変更認定申請において、建築物のエネルギー消費性能向上

等に関する法律第３０条第１項の規定により認定を受けた建築物エ

ネル ギ ー 消費 性 能向 上 計 画（ 以 下こ の 表 にお い て「 計 画 」と い

う。）に記載されている建築物が２以上ある場合であって、審査を

要する建築物の数が１であるとき（計画に他の建築物を追加すると

きを除く。）は、この表の変更認定申請の欄に掲げる当該審査を要

する建築物の区分に応じた額とする。  

  １１  一の変更認定申請において、審査を要する建築物の数が１であ

る場合（計画に他の建築物を追加する場合に限る。）は、この表の

認定申請の欄に掲げる当該建築物の区分に応じた額とする。  

  １２  建築物エネルギー消費性能向上計画に関する認定申請又は変更

認定申請に併せて建築基準法第６条第１項に規定する建築基準関係
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規定に適合するかどうかの審査を受けるよう申し出る場合の手数料

の額は、同項の規定による確認の申請書が建築主事に提出されたも

のとみなして、認定申請又は変更認定申請の手数料の額にそれぞれ

別表第３の規定を準用して算定した手数料の額を加算した額とする。  

 別表第１９の備考以外の部分を次のように改める。  

別表第１９（第２条関係）  

 建築物エネルギー消費性能基準に係る軽微な変更に関する証明書の交付

申請手数料  

区分  建築物エネルギー消費性

能適合性判定に係る面積  

手数料の額  

住

宅

部

分  

性能向上

計画認定

通知書が

添付され

た場合  

一戸建ての住宅  １戸につき２，５００円  

共同

住宅

等  

３００平方メートル未満

のもの  

５，０００円  

３００平方メートル以上

２，０００平方メートル

未満のもの  

１０，０００円  

２，０００平方メートル

以上５，０００平方メー

トル未満のもの  

２２，０００円  

５，０００平方メートル

以上のもの  

３９，５００円  

性能

向上

計画

認定

通知

書が

添付

され

ない

場合  

性能

基準

によ

り評

価さ

れて

いる

もの  

一戸

建て

の住

宅  

２００平方メートル未満

のもの  

１戸につき１５，５００

円  

２００平方メートル以上

のもの  

１戸につき１７，０００

円  

共同

住宅

等  

３００平方メートル未満

のもの  

３１，０００円  

３００平方メートル以上

２，０００平方メートル

未満のもの  

５１，５００円  

２，０００平方メートル

以上５，０００平方メー

トル未満のもの  

８７，５００円  

５，０００平方メートル

以上  

１２５，５００円  

性能

基準

及び

仕様

基準

の併

用に

より

評価

一戸

建て

の住

宅  

２００平方メートル未満

のもの  

１戸につき１１，５００

円  

２００平方メートル以上

のもの  

１戸につき１３，０００

円  

共同

住宅

等  

３００平方メートル未満

のもの  

２３，０００円  

３００平方メートル以上

２，０００平方メートル

未満のもの  

３８，５００円  
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され

てい

るも

の  

２，０００平方メートル

以上５，０００平方メー

トル未満のもの  

６６，５００円  

５，０００平方メートル

以上  

９７，５００円  

非

住

宅

部

分  

 

性能向上計画認

定通知書が添付

された場合  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

５，０００円  

面積が３００平方メート

ル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの  

８，０００円  

面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

１３，５００円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

３９，５００円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上１０，０００

平方メートル未満のもの  

６２，０００円  

面積が１０，０００平方

メートル以上２５，００

０平方メートル未満のも

の  

７８，５００円  

面積が２５，０００平方

メートル以上のもの  

９８，０００円  

性能向上

計画認定

通知書が

添付され

ない場合  

モデ

ル建

物法

によ

り評

価さ

れて

いる

もの  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

３９，０００円  

面積が３００平方メート

ル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの  

４９，５００円  

面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

６５，５００円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

１０５，５００円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上１０，０００

平方メートル未満のもの  

１３７，５００円  

面積が１０，０００平方

メートル以上２５，００

０平方メートル未満のも

の  

１６５，５００円  

面積が２５，０００平方

メートル以上のもの  

１９４，０００円  
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標準

入力

法等

によ

り評

価さ

れて

いる

もの  

面積が３００平方メート

ル未満のもの  

１０１，５００円  

面積が３００平方メート

ル以上１，０００平方メ

ートル未満のもの  

１２７，５００円  

面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平

方メートル未満のもの  

１６４，０００円  

面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平

方メートル未満のもの  

２３４，５００円  

面積が５，０００平方メ

ートル以上１０，０００

平方メートル未満のもの  

２８８，５００円  

面積が１０，０００平方

メートル以上２５，００

０平方メートル未満のも

の  

３４１，０００円  

面積が２５，０００平方

メートル以上のもの  

３８９，０００円  

 別表第１９備考第３項中「第４条第１項」を「第３条第１項」に改め、

同項を同表備考第７項とし、同表備考第２項中「第１条第１項第１号イ」

を「第１条第１項第１号イ並びに第１０条第１号イ（１）及びロ（１）」

に、「同号ただし書」を「同項第１号ただし書及び同条第１号ただし書」

に改め、同項を同表備考第６項とし、同表備考第１項中「第１条第１項第

１号ロ」を「第１条第１項第１号ロ並びに第１０条第１項イ（２）及びロ

（２）」に改め、同項を同表備考第５項とし、同表備考に第１項から第４

項までとして次の４項を加える。  

１  この表において「住宅部分」とは、建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第２項に規定する住宅部分をいい、「非住

宅部分」とは、同条第１項第１号に規定する非住宅部分をいう。  

２  この表において「性能向上計画認定通知書」とは、建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律第２９条第１項に規定する建

築物エネルギー消費性能向上計画の同法第３０条第１項又は第３１

条第１項の規定による認定の通知書の写しをいう。  

３  この表において「性能基準」とは、建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第１項第２号イ（１）及びロ（１）に規定

する基準をいう。  

４  この表において「仕様基準」とは、建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第１項第２号イ（２）及びロ（２）に規定

する基準をいう。  
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 別表第１９備考に次の１項を加える。  

  ８  申請に係る建築物に住宅部分及び非住宅部分のいずれもが含まれ

る場合は、それぞれの区分に応じた額の合計額とする。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の八代市手数料条例の規定は、この条例の施行の日以後の申請

等に係る手数料について適用し、同日前の申請等に係る手数料について

は、なお従前の例による。  
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議案第３２号  

 

 

八代市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例及び八代

市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定

める条例の一部改正について  

 

 

八代市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例及び八代市移

動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める条例の

一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部改正

に伴い、同施行令を引用する条項の整理を行うに当たり、条例の改正が必要

である。  
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   八代市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例及び八

代市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例  

 （八代市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改

正）  

第１条  八代市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平

成２２年八代市条例第１９号）の一部を次のように改正する。  

  第４条第２項第４号中「第２５条」を「第２７条」に改める。  

 （八代市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準

を定める条例の一部改正）  

第２条  八代市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する

基準を定める条例（平成２５年八代市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。  

  第４条第６号中「第２１条第２項第１号」を「第２２条第２項第１

号」に改める。  

   附  則  

 この条例は、令和７年６月１日から施行する。  
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議案第３３号  

 

 

八代市都市公園条例等の一部改正について  

 

 

八代市都市公園条例等の一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

八代市都市公園、八代市普通公園及び八代市都市運動場における自動販売

機の設置に係る使用料の規定の整備等を行うに当たり、条例の改正が必要で

ある。  
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   八代市都市公園条例等の一部を改正する条例  

 （八代市都市公園条例の一部改正）  

第１条  八代市都市公園条例（平成１７年八代市条例第２１５号）の一部

を次のように改正する。  

  第８条第１項中「、法」を「又は法」に、「又は同条第３項」を「若

しくは第３項」に、「者が納付する使用料については」を「者は」に、

「を適用する」を「の規定を適用して算定した額を使用料として納付し

なければならない」に改め、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項

中「同条第３項」を「第３項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第

１項の次に次の１項を加える。  

２  前項の規定にかかわらず、自動販売機の設置に係る法第５条第１項

の許可を受けた者が納付する使用料の額は、前項の規定により算定し

た額に、その設置期間における当該自動販売機による販売物品に係る

月ごとの売上金額（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）に、

１００分の１０を下限として市長が別に定める割合を乗じて得た額を

加算した額とする。  

 第１２条中「、同条第３項、」を「若しくは第３項若しくは」に、

「同条第３項の」を「第３項の」に改める。  

 （八代市普通公園条例の一部改正）  

第２条  八代市普通公園条例（平成１７年八代市条例第２１６号）の一部

を次のように改正する。  

  別表第２第１号を削り、同表第２号中「第６条第１項各号」を「第６

条第１項第１号から第５号まで」に、  

 「  

展示会その他これ

らに類する催し  

占用面積１平方メ

ートルにつき１日  

１５円  

１日最低額  １，０００円  

その他  その都度定める。   

」を  

 「  

展示会その他これ

らに類する催し  

占用面積１平方メ

ートルにつき１日  

１５円  

１日最低額  １，０００円  

自動販売機の設置  １台につき１月  八代市道路占用料に関する

条例（平成１７年八代市条

例第２０９号）第２条の規

定を適用して算定した額に

当該自動販売機による販売

物品に係る当該月の売上金

額（消費税及び地方消費税

に相当する額を除く。）に
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１００分の１０を下限とし

て市長が別に定める割合を

乗じて得た額を加えた額  

その他  その都度定める。  

」に  

改め、同号（注）中「利用」を「使用料の額が日額で定められている行

為に係る利用」に改め、同号を同表第１号とし、同表に次の１号を加え

る。  

 （２）第６条第１項第６号に掲げる行為をする場合  

八代市道路占用料に関する条例の占用料を適用して算定した額  

 （八代市都市運動場条例の一部改正）  

第３条  八代市都市運動場条例（平成１７年八代市条例第２１７号）の一

部を次のように改正する。  

  第４条第１項に次の２号を加える。  

 （６）工作物その他の物件を設置するために一部を占用すること。  

（７）自動販売機の設置又は管理をすること。  

 第４条第４項中「第１項又は」を「同項又は」に改める。  

 別表第１中  

「  

第４条第１項各号         

に掲げる行為  

利用面積１平方メ

ートルにつき１日  

１５円  

１日最低  １，０００円  

」を  

「  

第４条第１項第１

号から第５号まで

に掲げる行為  

利用面積１平方メ

ートルにつき１日  

１５円  

１日最低  １，０００円  

第４条第１項第６

号に掲げる行為  

八代市道路占用料に関する条例（平成１７年

八代市条例第２０９号）第２条の規定を適用

して算定した額  

第４条第１項第７

号に掲げる行為  

自動販売機１台に

つき１月  

八代市道路占用料に関する

条例第２条の規定を適用し

て算定した額に当該自動販

売機による販売物品に係る

当該月の売上金額（消費税

及び地方消費税に相当する

額を除く。）に１００分の

１０を下限として市長が別

に定める割合を乗じて得た

額を加えた額  

」に  

改め、同表（注）中「利用」を「第４条第１項第１号から第５号までに
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掲げる行為に係る利用」に改める。  

   附  則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  
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議案第３４号  

 

 

八代市普通公園条例の一部改正について  

 

 

八代市普通公園条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

令和２年７月豪雨により被災したグリーンパークさかもとの供用を廃止し、

及び普通公園として白島公園を設置するに当たり、条例の改正が必要である。  
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   八代市普通公園条例の一部を改正する条例  

八代市普通公園条例（平成１７年八代市条例第２１６号）の一部を次の

ように改正する。  

 第７条の２中「それぞれ同表に掲げる」を「同表に定める」に改める。  

 別表第１中  

「  

グリーンパークさかもと  八代市坂本町坂本４２２８番地１  

」を  

「  

白島公園  八代市港町１９７番１及び１９７番２  

」に  

改める。  

 別表第３を次のように改める。  

別表第３（第７条の２関係）  

公園名  施設名  １日料金  半日料金  

くま川ワイワイパーク  運動広場  ３，７６０円  １，８８０円  

   附  則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  
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議案第３５号  

 

 

八代市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例の一部改正について  

 

 

八代市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

栄養士法の一部改正による管理栄養士の資格要件の改正に伴い、指定地域

密着型介護老人福祉施設に併設される事業所等における従業者等に関する規

定の整備を行うに当たり、条例の改正が必要である。  
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   八代市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改正する条例  

 八代市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例（令和３年八代市条例第１２号）の一部を次のように改

正する。  

 第１３１条第１３項中「事業所の生活相談員、栄養士」を「事業所の生

活相談員、栄養士若しくは管理栄養士」に改める。  

   附  則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  
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議案第３６号  

 

 

八代市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る基準を定

める条例の一部改正について  

 

 

八代市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る基準を定める

条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

介護保険法施行規則の一部改正に伴い、地域包括支援センターにおける柔

軟な職員配置を可能とするため、同センターに配置すべき専門職員の員数に

係る基準を整備するに当たり、条例の改正が必要である。  
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   八代市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る基準を

定める条例の一部を改正する条例  

 八代市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る基準を定め

る条例（平成２６年八代市条例第４７号）の一部を次のように改正する。  

 第４条第１項中「員数」を「員数（地域包括支援センター運営協議会が

第１号被保険者の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘案して必

要であると認めるときは、常勤換算方法（当該地域包括支援センターの職

員の勤務延時間数を当該地域包括支援センターにおいて常勤の職員が勤務

すべき時間数で除することにより、当該地域包括支援センターの職員の員

数を常勤の職員の員数に換算する方法をいう。）によることができる。次

項において同じ。）」に改め、同条第４項中「前３項の」を「前各項の」

に、「前３項に」を「これらの規定に」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同

条第２項中「ぞれぞれ」を「それぞれ」に改め、同項の表人員配置基準の

欄中「前項各号」を「第１項各号」に、「前項第１号」を「第１項第１

号」に、「前項に」を「第１項に」に改め、同項を同条第３項とし、同条

第１項の次に次の１項を加える。  

２  前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包

括支援センターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包

括支援センターが担当する区域を一の区域として、当該区域内の第１号

被保険者の数について、おおむね３，０００人以上６，０００人未満ご

とに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該複数の地域包括支援セン

ターに配置することにより、当該区域内の一の地域包括支援センターが

それぞれ同項の基準を満たすものとする。この場合において、当該区域

内の一の地域包括支援センターに置くべき常勤の職員及びその員数は、

同項各号に掲げる者のうちから２人とする。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第３７号  

 

 

八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正について  

 

 

八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

栄養士法の一部改正による管理栄養士の資格要件の改正に伴い、家庭的保

育事業等における食事の提供の特例に関する規定の整備を行うに当たり、条

例の改正が必要である。  
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   八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例  

 八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年八代市条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

 第１６条第１項第２号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改め

る。  

   附  則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  
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議案第３８号  

 

 

八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及

び八代市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部改正について  

 

 

八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び八

代市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

                   令和  ７  年  ２  月２１日提出  

                   八代市長   中  村   博  生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準並びに特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の運営に関する基準が改正されたことにより、保育

内容支援及び代替保育に係る連携施設の見直しが行われたことに伴い、条例

の改正が必要である。  
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   八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

及び八代市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例  

 （八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正）  

第１条  八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年八代市条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

  第６条第１項第１号中「又は助言」を「、助言」に、「を行う」を

「（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に改め、同

項第３号中「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条中第５項

を第７項とし、第４項を第６項とし、同条第３項各号列記以外の部分を

次のように改める。  

   前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に

係る連携協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定めるものをいう。  

第６条第３項第１号中「当該家庭的保育事業者等」を「家庭的保育事

業者等」に、「第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若しくは小規模

保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保

育事業Ａ型事業者等」という。）」を「小規模保育事業Ａ型事業者等」

に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項中「次に」を「次の各号

に」に、「全てを満たすと認める」を「いずれかを満たす」に、「前項

第２号」を「第１項第２号」に改め、同項各号を次のように改める。  

 （１）家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合

には、次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。  

ア  家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの

役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。  

イ  代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう

にするための措置が講じられていること。  

 （２）市長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促

進のために必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確

保が著しく困難であること。  

  第６条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。  

 ２  市長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認める場合であって、次に掲げる要

件の全てを満たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこ

ととすることができる。  

 （１）家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保する

こと。  

 （２）次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。  
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   ア  家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞ

れの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。  

イ  保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じない

ようにするための措置が講じられていること。  

 ３  前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規

模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を

行う者（第５項において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）

であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力を行うものをい

う。  

  附則第３条中「掲げる」を「規定する」に、「１０年」を「１５年」

に改める。  

 （八代市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部改正）  

第２条  八代市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例（平成２６年八代市条例第３２号）の一部を次のよ

うに改正する。  

  第８条中「及び保育必要量等」を「、保育必要量等」に改める。  

  第３６条第３項中「第６条第２項中」を「第６条第２項中「特定教

育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同

じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用教育を提供してい

る施設に限る。以下この項において同じ。）」と、」に改める。  

  第３７条第１項中「第４２条第３項第１号」を「第４２条第３項」に、

「同号」を「同項」に改める。  

  第４２条第１項中「第５項」を「第７項」に改め、同項第１号中「を

行う」を「（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に

改め、同項第３号中「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条

中第９項を第１１項とし、第４項から第８項までを２項ずつ繰り下げ、

同条第３項各号列記以外の部分を次のように改める。  

   前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に

係る連携協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定めるものをいう  

  第４２条第３項第１号中「当該特定地域型保育事業者」を「特定地域

型保育事業者」に、「小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型

又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事

業者等」という。）」を「小規模保育事業Ａ型事業者等」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第２項中「次」を「次の各号」に、「全てを満

たすと認める」を「いずれかを満たす」に、「前項第２号の」を「第１

項第２号の」に改め、同項各号を次のように改める。  

 （１）特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場
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合には、次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。  

   ア  特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれ

の役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。  

   イ  代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう

にするための措置が講じられていること。  

 （２）市長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の

促進のために必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の

確保が著しく困難であること。  

  第４２条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。  

 ２  市長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連

携施設の確保が著しく困難であると認める場合であって、次に掲げる

要件の全てを満たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しない

こととすることができる。  

 （１）特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保す

ること。  

（２）次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。  

ア  特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれ

ぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。  

イ  保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じない

ようにするための措置が講じられていること。  

 ３  前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若し

くは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項にお

いて「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第

１号に掲げる事項に係る連携協力を行うものをいう。  

  第４８条の見出し中「定員」を「利用定員」に改める。  

  附則第４条中「１０年」を「１５年」に改める。  

   附  則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  
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